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１．はじめに 

 特定非営利活動法人（以下「NPO 法人」という。）北海道環境カウンセラー協会は、平成28

年度環境カウンセラー研修開催業務仕様書（以下「業務仕様書」という。）に基づき、本研修

の企画・運営を行った。この報告書は、実施した業務内容を報告するものである。 

 

２．業務の目的 

本業務は、環境保全に関する豊富な知識や経験を持ち、環境保全活動に取り組もうとする市

民や事業者の相談に対応するとともに、自ら環境保全活動を実践し、環境パートナーシップづ

くりをすることを期待される人材（環境カウンセラー）を対象として、環境カウンセラーとし

ての資質・能力の向上や情報交流による環境カウンセラー間のパートナーシップ形成を図るこ

と等を趣旨として開催する「環境カウンセラー研修」（以下、「研修」という。）について、より

効果的に行うための検討、企画、調整等の業務及び、研修を運営することを目的とする。 

 

３．業務の内容 

 

（１）研修の企画・調整及び事前準備 

① 研修プログラムの検討・作成 

 ア）業務仕様書に基づき、研修会午前の部として、受講者全員（定員５０名程度）を対象

とした講演（ビデオ）と基調講演（どちらも一般公開する）について検討した。その

結果、「地球温暖化対策（防止/適応）」とすることとし、講師候補を選定し、実施計画

（案）を作成した。 

 

 イ）業務仕様書に基づき、研修会午後の部のグループディスカッションのプログラムを検

討し、午前の部の内容をもとに、情報交流によるパートナーシップ形成をより効果的に

おこなうための実施計画（案）を作成した。 

 

② 講演テーマの設定及び講師依頼 

研修の実施計画（案）について、事務所担当者と協議した結果、業務の目的に合致した

計画であるとの評価を得、講演・基調講演のテーマについても、事務所担当者と協議の上

設定した。選定していた講演候補者に、講演の依頼を行い、快諾していただき、その後、

メールによる事前の打合せを行った。 

 ・講師 

講演：環境省地球環境局総務課低炭素社会推進室室長補佐 鈴木啓太氏 

基調講演：地方独立行政法人北海道立総合研究機構農業研究本部道南農業試験場場長加

藤淳氏 

 

③ 研修会場の確保 

研修会場は、参加者の利便性を考慮し、札幌駅前にある公共施設「札幌エルプラザ」2 階
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の環境研修室を利用することとした。 

 

④ プログラムの確定、資料及びアンケートの作成 

講師と会場が確定したのを受け、研修の実施計画（案）と基調講演のテーマをもとに、

本プログラムを確定した。（次ページ参照） 

 研修に使用する資料及びアンケートについては、講演講師及び北海道地方環境事務所と

内容を調整し、作成した。 
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平成28年度環境カウンセラー研修スケジュール（北海道地区） 

開催日時：11月13日（日）９：５０～１６：４５ 

場 所 ：札幌市環境プラザ環境研修室（札幌市北区北８西３ 札幌エルプラザ２Ｆ）  

定 員 ：最大５０名  

午

前

の

部 

9:50〜10:00 

(10 分) 

開会・オリエンテーション 

 主催者挨拶 環境省北海道地方環境事務所 

  環境対策課 課長補佐 古賀 靖 

10:00〜10:30 

(30 分) 

講演（ビデオ上映、一般公開） 

「パリ協定と日本の気候政策」 

 環境省地球環境局総務課低炭素社会推進室室長補佐 鈴木 啓太 

10:30〜10:40 

(10 分) 

休憩（講演準備） 

10: 40〜12:10 

(90 分) 

基調講演（一般公開） 

北海道農業に及ぼす気候変動の影響とその対応 

 地方独立行政法人 北海道立総合研究機構農業研究本部 

 道南農業試験場場長 加藤 淳様 

 12:10〜13:10 

(60 分） 

昼食・休憩 

午

後

の

部 

13:10〜16:40 

(210 分） 

グループディスカッション 

 基調講演を受けて「環境カウンセラーとして、どう伝え、どう広

げる？」 

ファシリテーター ：NPOファシリテーションきたのわ 橋本正彦 

様 

基調講演を基にワールドカフェ形式で小グループに分かれ、グル

ープを変えながら数回、対話、お話をしていただきます。  

対話の中で、環境カウンセラー同士の経験交流・情報共有も進め

ます。  
 

休憩（5 分間） 

グループディスカッションの感想（質疑を含めて３０分）  

出席者各自による発表 

まとめ（10 分） 

16:40〜16:45 

 

閉会式〈修了証交付〉、アンケートの記入等 

解散 
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（２）研修当日の運営 

① 会場の設営、受付事務 

会場に必要な機材、資料を搬入し、機材の調整、受付の設置、研修会場の机の並べ替

え、資料配付等を行う。また、研修出席者の受付を行い、出席者名簿に基づいて、当日

の出席予定者の出欠状況の確認を行った。 

 

② 研修の進行管理等 

研修会場での進行管理及び講師接遇を行った。また、研修会終了後、受講者に対してア

ンケートを実施した。 

 

③ 実績報告書作成のための記録等 

研修状況の写真撮影、研修内容の録音、研修教材等資料の収集整理を行った。 

 

（３）研修の開催 

■9:00〜10:00 

 開会・オリエンテーション・主催者挨拶 

   司会 

 NPO 法人北海道環境カウンセラー協会 

 理事 江本 匡 

 

 主催者挨拶  

 環境省北海道地方環境事務所 

 環境対策課 課長補佐 古賀 靖氏 

 

本日は、ご多忙のところ、平成 28 年度環境カウンセラー研

修に、ご参加いただき誠にありがとうございます。 

 

また、平成８年より始まった環境カウンセラー登録制度につ

きましては、平成 28 年３月末時点の登録者数が、全国３，６

００名を超えていますが、多くの方々に長年にわたりご協力を

いただいているところであり、この場をお借りし御礼申し上げ

ます。 

 さて、今回の研修テーマは、地球温暖化対策です。温暖化対策は、過激な発言のトランプ氏の

今後の動向は気になりますが、昨年のパリ協定によって、新たな局面を迎え、各国合意のもと、

ＣＯ2 削減に向けて、少しずつですが、着実に進められていくと思います。 

しかしながら、今年の８月、北海道に大規模な被害をもたらした台風の度重なる上陸や先日ニ

ュースになりました沖縄の珊瑚礁の大規模な白化現象など、日本の北から南まで、気候変動の影

響と思われる様々な自然現象が発生しております。 

 本日は、環境省の低炭素社会推進室、鈴木室長補佐のビデオ講演により、パリ協定を受けて、
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日本が気候変動政策に、どう取り組んでいくのかを、解説していただきます。 

さらには「北海道農業に及ぼす気候変動の影響とその対応」と、題しまして、地方独立行政法

人、北海道立総合研究機構農業研究本部、道南農業試験場、場長の加藤様からは、試験研究の立

場から、お話しをしていただきます。 

我が国では、２０３０年に向けて、温室効果ガス排出量を２０１３年度比で、２６％削減する

目標を掲げています。 

環境省では、「クール・チョイス」、賢い選択をしていこうと、呼びかけながら、国民運動とし

て推奨し、また、平成 29 年度には、「国連ＥＳＤの 10 年」後の環境教育推進の目玉として仮称で

はありますが、地方ＥＳＤ活動支援センターが、立ち上がる予定です。 

地域の方々が参加するＥＳＤの推進は、これからの世代に働きかけ、社会全体で、ライフスタ

イルや社会経済活動を、環境負荷の少ないものに転換していく、きっかけづくりであります。 

このためにも、環境カウンセラーの皆様には、自らの経験を生かして地域の環境保全活動やＥ

ＳＤ活動へ積極的にご参加、ご助言など頂き、地域の環境パートナーシップの形成等に寄与して

頂くことが重要であると考えております。 

本日の研修が皆様にとって少しでもお役に立ち、各地域において、持続可能な社会作りの輪が

広がっていくことを祈念いたしまして挨拶とさせていただきます。 

 

■10:00〜10:30 

講演（ビデオ上映、一般公開）「パリ協定と日本の気候政策」 

 環境省地球環境局総務課低炭素社会推進室 

                室長補佐 鈴木啓太氏 

2016 年 9 月 30 日に札幌市内で NPO 法人北海

道環境カウンセラー協会が主催した講演記録

を 30 分にまとめたものを上映。 

 

 私からは、パリ協定を踏まえた日本の温暖化対

策、気候変動政策を紹介させていただきたいと思い

ます。「科学的知見のお話」、「世界の潮流」、「我が国

の話」と、「今後我が国でやっていく話」の４部立て

でやっていきたいと考えてございます。 
 
Ｙ１．地球温暖化の科学的知見 
 まず、科学的知見でございます。釈迦に説法の部分があろうかと思いますが、温室効果のメカ

ニズムでございます。太陽から温かい熱がやってきて、二酸化炭素に代表される温室効果ガスが

地球から出ていく熱をキャッチしてくれるために、世界の平均気温は１４℃となっていますけれ

ども、この温室効果ガスがないとマイナス１９℃までになり、人間が住めるような環境ではない

地球になってしまいます。ですから、温室効果ガスは一定程度必要なものではありますが、この

濃度があまりに上昇すると太陽の熱をキャッチし過ぎて温暖化が起きてしまうというメカニズム
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です。 
 何が起きているのかというところですが、まず、温暖化が進んでいるという話で、１８８０年

から既に０．８５℃上昇しております。海水面も１９センチ上昇しているということです。 
 これは何が原因かということですが、結論としては、人間活動による影響が支配的ということ

です。例えば、これを見ていただきますと、この黒い

線が実測値で、モデルを回すと、太陽の黒点活動で温

暖化しているのではないかとか、火山活動で火山が噴

火して粉じんが舞って熱を吸収してしまうから温暖

化ではないかとか、温暖化懐疑論がたくさんあるので

すけれども、それだけの影響を見てもこのぐらいで

す。実測値はこのぐらいです。これは、まさに人為的

影響を加えないと説明がつかないということで、ＩＰ

ＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）では、２０世

紀半ば以降観測された温暖化は人間活動による影響が支配的要因に至る可能性が極めて高く、９

５％以上ということで、ほぼ確定的な話だとしています。科学的知見が確立されていると考える

ことができると思います。 
 次に、これからどうなるかという気温の上昇予測です。今世紀末までに最大４．８℃上昇し、

海水も８２センチ上昇するということです。この具体的な例は後ほどご紹介したいと思います。 
 何が起きるかというと、自然環境が影響を受けまして、干ばつによる水不足や、今年、北海道

は台風が大きいのが三つ来たと思いますけれども、台風の大きさが大きくなるかどうかはわから

ないけれども、強さは強くなるということも科学的知見で確立されておりまして、非常に強い台

風が予測不可能な経路でやってくるということです。今年北海道に来た台風がどこまで温暖化に

起因するかということの科学的因果関係は確立されておりませんけれども、肌で感じる異常気象

がどんどん起きてきます。自然生態系につきましても、固有生物種の減少とか絶滅危惧種の増大、

沿岸域については、まさに海岸浸食とか高波が来るということで、自然環境が悪くなると人間社

会に影響が出てくるということです。農林水産では、山形で作っているさくらんぼの佐藤錦が１

０年くらい前から北海道で作れるようになっていると先ほどお聞きしたのですが、これまでの常

識であった作物のあり方が変わってきて、品質までも変わってきます。金融業につきましても、

保険損害は非常に大きい額になっております。 
 国土保全ということで、水管理システムの影響や途上国、太平洋諸国の島国が沈んでしまうと

いう話が出てきます。産業エネルギーにつきましても、例示として冷房エネルギー需要増と書い

てあります。これが結果的にエネルギー需要をふやしますので、温室効果ガスを排出してという

負のスパイラルに入ってきます。健康影響ということでは、熱中症と感染症が増えてくるという

ことで、世界レベルで経済、世界の安全、人間の生命という形で非常に具体的に影響が生じてく

るということになります。 
 日本につきましては、１００年で１．１４℃上昇しておりまして、３５℃以上の猛暑日が明ら

かに増えていると実際に観測されております。 
 先ほど申し上げた農林水産物の関係では、米や果実がうまく育たなくなってくるとか、異常気
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象の災害がふえてくるとか、感染症、また熱中症もかなり増えていまして、２０１３年の夏には

１万５，０００人以上の方が運ばれているということがあります。また、生態系につきましても、

サンゴの白化や、ニホンジカの生息域拡大ということで、これはハンターがいないという事情も

あると思いますけれども、越冬できてしまう鹿が多くなってくるという話も出てきます。 
 パリ協定などでもよく耳にすると思いますけれども、２℃というのは何が大切かというと、テ

ィッピング・エレメントという考え方です。ここに書いてあるとおり、気候変動が進行してある

臨界点を過ぎた時点で、不連続と言ってもいいような急激な変化が生じ、結果として大惨事を引

き起こすということです。要は、修復不可能なほど壊滅的な打撃を受けるようなポイントがある

と言われております。これは、パリ協定で合意した２℃目標、１．５℃から２℃のレンジですが、

２℃に抑えなければ、サンゴ礁とかヒマラヤの山岳氷

河、北極、南極の表層などはかなり影響を受けます。

サンゴに至っては、一体どうなるのか、死滅するかも

しれませんけれども、非常に極めて厳しい、不可逆的

な影響を受けるということなので、今ある自然環境、

地球環境を将来の世代につなげていくためには、少な

くとも２℃以内に抑えていくということで世界は合

意したというのがパリ協定の意義だと考えてござい

ます。 
 
２．世界が合意した COP21 と世界の潮流 
 続きまして、世界が合意したＣＯＰ２１と世界の潮流につきましてご紹介いたします。全ての

国が参加する２０２０年以降の新たな法的枠組みが必要であろうということは、国内外コンセン

サスがとれているということで、パリ協定の意義としては、全ての国が参加する公平な合意とい

うことで、これは歴史的に初めてのことです。２０２０年以降の温室効果ガス排出削減という新

たな国際的枠組みが、ＣＯＰ２１がパリで行われたのでパリ協定と言われていますが、そこで合

意したということです。 
 パリ協定のポイントですけれども、いわゆる２℃目標と言っていまして、世界共通の長期目標

として、産業革命前からの気温上昇を２℃より下方に保持し、１．５℃も努力目標で頑張るとい

うことです。目標としては、今世紀後半に人為的な排出と吸収のバランスをさせるよう、実質排

出をゼロにすることを目標にしているということです。今まで、我々は、低炭素な社会をつくる

という言葉を使っていましたけれども、パリ協定の究

極の目標は脱炭素社会をつくっていく必要があるとい

うことで、これはパリ協定で世界が合意した話です。我

が国もそれに入っております。あまり言われていませ

んが、パリ協定の本質的な意義はそういうところにあ

ると考えております。 
 そこで、温暖化とＣＯ２の関係ですけれども、温暖化

は、ＣＯ２排出の累積量で決まります。横軸に１兆トン



 
平成 28 年度環境省北海道地方環境事務所請負業務 

 11

と２兆トンと３兆トンとありまして、縦軸に気温の上昇幅があって、２℃目標のシナリオはここ

にあるのですが、２℃以内に抑えるためには、人為起源のＣＯ２累積排出量を３兆トン以内に抑

えなくてはいけないということがわかります。 
 こちらの図は何を言っているかというと、２℃上昇

まで残されているＣＯ２排出量は残り１兆トンである

ということです。２℃以内に抑えるためには３兆トン

しか出してはいけないということですが、これまで、既

に２兆トンを出しています。これを、英語ではカーボ

ン・バジェットと言っていますが、炭素予算みたいな考

え方になっていて、世界全体であと１兆トンしか出せ

ないということになっています。 
 引き続き同じ排出量で出していくと、あと３０年で１兆トン出してしまうということで、対策

をとらなければさらに早まるのですが、あと３０年のうちに脱炭素をしなければ、ティッピング・

エレメント、２℃以上になってしまいます。そうすると、さまざまな地球環境問題が出てきて、

自然環境が壊されるという話だけではなく、我々の実社会に不可避な影響が出てまいります。 
 ですから、２℃以内に抑えなくてはいけないというのがパリ協定の世界の合意です。２０５０

年時点では４０％から７０％削減して、２１００年にはゼロにすると。そうすれば２℃目標を、

実は、これは３分の２の確率で達成できるということで、もしかしたら、ゼロにしても２℃目標

にならない可能性もあるということです。これは気候感度と言う問題でして、現時点では科学の

限界なのですが、ここまで出せば、このぐらい気温が上がるだろうというのは、いわば感度、地

球はどういうふうなメカニズムで温度が上昇するか、下がるかというのが解明されていないもの

ですから、あえて幅があるということで、確率としては３分の２が６６％の確率で、これだけや

れば６６％の確率で達成できるのだということであります。 
 また、ここに書いてありますけれども、パリ協定の前

に、各国は２０３０年にこれだけ減らしますという削

減目標を提出しているのですけれども、３０年時点で

４０％から７０％減らすべきというラインを４割超過

してしまっているのです。ですから、日本では２０１３

年度比２６％削減しますと言っているのですけれど

も、科学的なデータを照らし合わせると、削減が足りな

いという状況にもなっている話です。 
 こういう状況に関する世界の認識ですが、世界経済

フォーラムというものがありまして、ダボス会議は聞いたことがあると思いますけれども、この

環境版というイメージですが、ビジネス界や政界、学会、社会のリーダーが参加して、世界の地

域、産業のアジェンダを形成する国際機関です。毎年、発生の可能性が高いグローバルリスクの

上位５位をあげていますが、毎年、気候変動関係の話が上位にランクインされています。要は、

気候変動は差し迫った経済上のリスクであるという認識が共有されているという状況です。 
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 さらに、世界の認識を続けますと、２℃目標を達成

するためには、脱炭素と言いましたけれども、化石燃

料依存社会から脱しなくてはいけないということ

で、象徴的なのは石炭です。世界の化石燃料はこれだ

けあるのですけれども、２℃目標を達成するために

は３分の１程度しか使えません。全部使ってしまう

と完全に２℃を超えてしまいます。１兆トンという

炭素予算を使い切ってしまいますので、１兆トンと

いう炭素予算の中におさめるためには３分の１まで

しか使えません。つまり、３分の２は、座礁資産と言いまして、マイナスの価値しか生まなくな

ってしまうということになっております。 
 こういったさまざまなリスクがありますので、リスクを回避するためには、ＣＯ２を出さない

エネルギー源をふやしていくということしかないと考えております。 
 再生可能エネルギーの投資につきましてご紹介しますと、２０１４年における国別の再生可能

エネルギーへの新規投資は、中国がトップで、世界の３割強を占めています。ポイントは、世界

全体で再生可能エネルギーへの投資は、火力を上回り増加傾向ということで、火力発電関係より

も再生可能エネルギー源への投資が圧倒的に増えているというのが今の足元の状況です。 
 企業もそういった動きに呼応しているというか、むしろ国を引っ張っているのですが、事業の

運営を１００％再生可能エネルギーで賄うことを目指す企業の組織としてＲＥ１００、リニュー

アブル・エナジー１００が結成されております。ここには、マイクロソフト、イケア、ネスレ、

ＢＭＷなど、誰もが知っている企業が入っていて、自分の事業に必要なエネルギーを全て再生可

能エネルギーで賄うことを目指しています。 
 これまで、世界の動きとかいろいろ言ってきましたが、実際にビジネスの世界で一番大きく効

いてくるのは金融業界の動向です。大手の金融機関、機関投資家、石炭等の化石燃料を座礁資産

と捉えて、投融資を引き上げる動きが始まっています。これをダイベストメントと言っているの

ですが、例えば、ノルウェー公的年金基金、ＧＰＦＧが保有する石炭関連株は全て売却するとい

うことで、もう石炭関連株は持たないということを意思決定しております。 
 そのほか、株主の権益として、投資先に気候変動に関する取り組みを求めていくような動き、

エンゲージメントが主流ですが、それが大分動いてきて、例えばＢＰだとかロイヤルダッチシェ

ルに関して、企業活動に伴う温室効果ガスの排出量の管理や、これまで環境報告書の関係もそう

なのですが、今、足元でどれだけ出ていますという報告をするのが普通なのですけれども、そう

ではなくて、未来、２０３５年以降を念頭に置いた現存資産構成の有効性分析を行っています。 
 例えば、２０３５年になると、石炭火力が動かせなくなってくるような時代も出てくると思う

のですけれども、そういうものは座礁資産化しているので、今の資産構成が間違っているのでは

ないかという形で株主に説明責任を果たせなくなってくるということで、ますます脱炭素化が進

んでくるといったことで金融関係が動いてきています。 
 産業界、ビジネス界はそのように動いてきているので、各国政府としても動いておりまして、

長期目標という形で脱炭素に向けて２０５０年を念頭に、どれだけ温室効果ガスを減らしていく
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かという目標を設定しております。 
 先ほど簡単に言いましたけれども、９月３日に米中がパリ協定に批准いたしました。まさに脱

炭素競争という文脈から、早く批准してルールメーキングをしたほうが有利になるということで、

中国も最大の排出国ですけれども、政策的にもかなり先進的なことをやっていますし、先ほど申

し上げたように、圧倒的に一番投資していて、政策面では今一番進んでいます。そこで炭素マー

ケット市場を作りにかかってきているということなので、こういった大きな流れがあるという状

況です。 
 
３．我が国の地球温暖化対策 
 翻って、我が国の温暖化対策を見ていきましょう。 
 まず、我が国の排出量としましては１３．６億トンということで、世界の３．８％を占めてい

ます。排出のピークで言いますと、２００７年がピーク

でして、リーマンショックでぐんと沈んで、２０１１年

に東日本大震災があって、原発がとまって、また火力発

電がふえていますので、また上がりどまりになってい

るという話になっています。 
 日本の削減は、先ほど簡単に申し上げましたように、

２０３０年に２０１３年度比で２６％減という目標を

立てておりまして、この内訳が、先ほど言いましたけれ

ども、エネルギー起源ＣＯ２、まさに化石燃料を燃やし

て出てくるところは２１．９％と。その他温室効果ガスというところで、ごみだとか、農地から

もＣＯ２が出てきますので、こういったものが１．５％ぐらいです。 
 森林で下げるということで、貢献削減量は２６％減ということです。とりわけ下げなくてはい

けないという問題意識を持たれるのが、業務その他部分と家庭部門で、それぞれ４割ずつぐらい

下げなくてはいけない状況になっております。 
 業務部門とか家庭部門というのは、基本的に建築物対策でありまして、建築物から出てくるＣ

Ｏ２の多く、７割は電力由来ですので、電力の低炭素化をまずしなくてはいけません。これを家

庭でどれだけ、例えば、二重窓にしたり高効率のエアコンにしても、電力が石炭を燃やして排出

係数の高い電気を我々が使っていると意味がないので、そういう意味では、２６％分は電気で下

げていくということで、電力の低炭素化が必要であるという状況でございます。 
 ２６％減にせよ、２０５０年で８０％減らすにせよ、

基本的な排出削減の構造は、まず省エネということで、

エネルギー需要を減らしていく、高効率なものに無駄

のないエネルギーにしていくというのが一つです。そ

の上で、ゼロエミッション電源とかＣＯ２の少ないエネ

ルギーを選択していくということが基本的な考え方と

してあります。 
 パリ協定を踏まえて、日本の国内対策として地域温
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暖化対策計画を今年の５月に閣議決定しております。温暖化対策は二つあって、緩和と適応と言

いまして、温室効果ガスが排出を減らすという意味での緩和と、温暖化の影響も出てしまってい

るので、高波が出てくるから堤防をかさ上げせよという話ですね。要は、変化した環境に対して

適応するということで、対策は二つあるのですけれども、今回は緩和の話をメインにしています。

この温暖化対策計画は、なるべくＣＯ２を出さないようにする計画でありまして、まず、中期目

標、２０３０年目標を設定しまして、２６％減ということです。加えて、長期的な目標も設定し

まして、２０５０年に８０％減ということです。 
 では、どうやって減らすのかということですが、まず、２６％はターゲットですので、必ず減

らさなくてはならないということで、具体的な対策はここに積み上げております。一個一個説明

すると長くなるので、代表的な例で申し上げますと、例えば、産業部門、まさに経済界というと

ころですけれども、低炭素社会実行計画と言いまして、京都議定書時代の自主行動計画ですが、

自分でこれだけの目標を立てて、これだけ削減するよう頑張りますという計画です。それは、手

前みそにならないようにということで、ＢＡＴ、ベスト・アベラブル・テクノロジー、その時点

で最新鋭の技術を最大限導入して、排出削減を目標設定しますということです。これは、しっか

りとフォローアップしていって、産業界のＣＯ２削減を確実に達成していくということです。 
 業務部門ですと、建築物、ビルの省エネ対策が非常に重要です。ネット・ゼロ・エネルギービ

ルと言って、ＣＯ２排出をしないビルを推進していくとか、ＬＥＤ等の高効率照明を２０３０年

までにストックでも１００％ということで、全てＬＥＤにしていくということを目標にしていま

す。 
 家庭部門も全く同じでして、基本的に建物対策ですので、ＺＥＨ、ネット・ゼロ・エネルギー

ハウスということで、建物からＣＯ２を出さないという話と、建物で使う機器は極めて高効率に

していくという話で、ＬＥＤ１００％とか家電関係を五つ星のものにしていくとか、そういった

ものをやっていくということです。 
 運輸部門ですが、ＣＯ２排出の４割は電気ですけれども、６割は石油とか石炭といった燃料と

して使う生だきのＣＯ２でして、要は、ガソリン車を使うと非常にＣＯ２が出るということです。

次世代自動車でやっていくということで、電気自動車とか水素自動車の新車販売する割合を基本

的にふやしていくと。今、２割ぐらいなのですが、半分以上は次世代自動車を売るというような

目標を立てております。 
 エネルギー転換部門。発電所関係では再エネを最大限導入するということで、引き続きＦＩＴ、

固定価格買い取り制度の適切な運用ですね。今日は割愛しますが、いろいろな問題がありますの

で、適切に運用していくとか見直しをしていくということです。 
 今までは、部門ごとに具体的な政策をご説明しましたけれども、部門に関係なく共通的に効い

てくる話もたくさんあります。例えば、水素社会とか、金融のグリーン化とか、環境税の話とか、

いわゆるカーボンプライシング的な話も入ってきています。 
 
４．2050年、さらにその先を見据えて 
 最後は、簡単に、長期目標に向けて今後どんなことをしていくかということで、既に我が国も、

ターゲット、ゴールと申し上げましたけれども、２０５０年までに８０％削減を目指すという形
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で閣議決定しているところでございます。 
 環境省としては、気候変動長期戦略懇談会が今年の２月に提言を公表しました。環境問題、環

境問題と言っても、大切なのですけれども、社会は動きにくいということがあります。提言は、

環境問題というのは、環境に良いだけではなくて、例えば、少子高齢化社会とか、経済成長とか、

地方創生とか、国際貢献とか、環境の取り組みがさまざまな社会的諸課題の関係にも資するとい

うことで、まさに同時解決をしていくのだといった環境政策の方針を新たに示したものでござい

ます。まさに温室効果ガスの大幅削減と経済的・社会的課題の同時解決に向けてということです。 
 これまで日本経済というのは、量の経済というか、中国とか韓国に対してコスト削減合戦をや

っていて、負けてしまっています。高付加価値化という形で自動車のエンジンなど国内に工場を

残して、なるべく高付加価値なところをやっていこうというかけ声をかけていますけれども、事

例によっては実際に上がっているものもあるものの、社会全体としてはなかなかうまくいってい

ないところがります。そこで、量から質の経済への転換が必要であるということです。量から質

の経済というのは、炭素という観点から見ると、炭素生産性と言っているのですが、あまり化石

燃料や資源を使わないで、エネルギー投入を減らして高付加価値のものをつくっていくという経

済活動が推奨されるということですので、まさに低炭素の取り組みです。これは産業構造転換で

鉄をやめるとかそういうことではなくて、きょうは具体例を持ってきていないので、なかなか言

いづらいのですけれども、今ある取り組みをブランディングしていくことによって、例えば、一

つの同じ農産物を高い値段で売っていく、売れるようにしていくということで、高付加価値化を

していくことによって経済成長していくという方針になっていくと思います。提言には、高付加

価値化イコール低炭素社会の生産性を上げるということなので、温室効果ガスの削減にもなって

いくということで、同時解決されていくという話が書いてありますが、こういった方針を打ち出

しております。 
 ２０５０年８０％削減の方向性とありますが、まず省エネを頑張るということです。エネルギ

ーを有効にきちんと使い、エネルギー自体も低炭素化させていきます。また、電化ですね。電気

のほうが圧倒的に効率がいいので、電化を進めていくということで、この３点セットが大きな方

向性になっていくかと思います。 
 今、環境省は何をやっているかというと、まさに２０５０年８０％削減の絵姿を描いて、今後、

普通に考えれば２０５０年８０％は極めて厳しい目標でありますので、まさにイノベーションが

必要ですので、どのようなイノベーションが必要かということを検討している状況でございます。 
 非常に粗い説明で恐縮ですが、ご清聴いただき、ありがとうございました。（拍手） 
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■10:40〜12:10【基調講演】 

 基調講演（一般公開）  

 「北海道農業に及ぼす気候変動の影響とその対応」 

 地方独立行政法人 北海道立総合研究機構農業研究本部 道南農業試験場 場長 加藤 淳氏 

 

○司会 これから、基調講演を始めさせていただきます。 
 本日の基調講演は、地方独立行政法人北海道立総合研究機構農業研究本部道南農業試験場の加

藤場長からお話をいただくことになります。 
 それでは、加藤様からご講演をいただきます。略歴等については、ご自身でご紹介いただける

と思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 
○加藤 皆さん、おはようございます。 

 ただいまご紹介いただきました道南農試の加藤です。 
 なぜ、道南農業試験場の人が温暖化の話をするのかというところ

で、北海道で一番南の地域なので温暖化の影響を受けやすいと思わ

れた方いらっしゃるかもしれませんが、そうではありません。私は、

２年前まで、北海道の中央農業試験場の農業環境部長をしておりま

して、今日お話しする内容は、取りまとめたのは３年前になりますけ

れども、我々道立総合研究機構として、農業試験場、林業試験場、林

産試験場や工業試験場が一緒になって戦略研究の地球温暖化という

プログラムを立ち上げて、５年間、研究をしていました。 
 最後の年に取りまとめを行ったのですけれども、そのときに私が取りまとめの責任者をしてお

りまして、農業、林業、工業でどういったことをこれから北海道でやれるかということと、どう

いった温暖化の影響を北海道の農林業が受けるのかといったところを取りまとめました。そうい

った話を、研究成果を中心に１時間ほどお話をしたいと思います。 
 現在、私がおりますのは道南ですので、オープニング

の画面にもありますように、駒ヶ岳や大沼公園に車で１

０分くらいで行けるようなところです。これは、きじひ

き高原という北斗市にありますところから撮った写真

です。北斗市といえば、今年、非常に話題になりました

北海道新幹線が３月２６日に開業したということで、新

函館北斗駅が北海道新幹線の終着駅、始発駅ということ

で、この駅は私がおります道南農業試験場から車で５分

と非常に近いところにありまして、札幌に行くにも、東京に行くにも、どちらも非常に便利にな

ったというところにいます。 
 これは、先ほどのビデオにも出てきましたが、温室効果ガスです。水蒸気、二酸化炭素、メタ

ン、フロンなどがありますが、これは、たまり過ぎると温暖化が進行するということです。もち

ろん、これがないと、先ほどの話にあったように、地球の平均気温がマイナス１９℃になってし

まいます。現在、これがあるおかげでプラス１４℃に保っていられるということで、太陽光の６
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９％を大気、地表で吸収することによって、現在の地球の環境が保たれているということです。 
 これも先ほどあった図で、計算のもとになっている年

が１年ずれているので、数字もちょっとずれていますが、

実際に日本でどれだけ温暖化が進んできているのかと

いうデータになります。 
 我々がまとめたものは、１８９８年から２０１１年で

見ると１００年間で１．１５℃ということで、確実に

１℃程度は上昇してきていることがわかります。 
 これを北海道で見ていくとどうなのかという話をし

ていきたいと思います。 
 これは、ちょっと前のデータになるのですけれども、北海道の農耕期間は６月から９月で、外

で食物が育つ期間、作物が育つ期間を九百数十のメッシュで北海道の地域区分をしていったもの

がこれです。 
 赤いところは１７．５℃以上で、青いところは１２．５℃以下ということで、５℃ほどの幅を

持たせてプロットしていくとこういう形になります。 
 見てわかるように、日高山脈とか大雪とか知床は、青くなっていて、温度が低いです。 
 逆に、道央地域、今、私がおります道南地域では１７．５℃を超えていて、非常に暖かい地域

ということがわかるかと思います。 
 この中から１７．５℃以上だけを抜き出したものがこのような図です。 
 これは、現在、夏場は１７．５℃を平均で超えている地域で、これが農業的にどういう意味を

持つのかということですが、この温度があれば安定してお米がつくれる地域なのです。逆に、こ

れよりも低いところは、お米をつくることはできるのですけれども、冷害に遭う危険性が高まっ

てきます。つまり、毎年毎年ちゃんととれるかというと、年によっては、寒さにやられて、お米

の収量が減ってしまったり、品質が悪くなってしまったりという可能性のある地域ということで

す。 
 つまり、今、ここで赤く出ているところは、安定してしっかりとおいしいお米がとれる地域と

いうふうに農業的には言えます。 
 では、ここから１℃上がった場合、どこまで地域が広がるのかというと、これです。１℃の影

響は農業的には物すごく大きいです。今まではほんのちょっとしかなかったのが、北海道の西半

分は羊蹄山麓のふもとを除けばほとんど入ってしまうということで、かなり広がってきます。 
 では、もう１℃上がった場合、２℃上がったらどうなるかというと、先ほどあったように、山

脈のあたりや、道東、道北の一部を除いて、ほとんどが１７．５℃以上の地域に入ってくるとい

うことで、山岳地帯を除けば、北海道全域のどこでもお米をつくれるという状況になります。つ

まり、１℃の上昇、２℃の上昇は、ここまで大きな影響を及ぼすということです。 
 では、少し先の話ですが、我々は２０３０年代をターゲットにして、どういった変化が起きる

のか、どうしたらいいのかということを調べています。 
 そこで、なぜ２０３０年代をターゲットにしたのかの一つの理由は、ここに幾つかのシナリオ

を示しています。Ａ２とかＡ１ＢとかＢ１と書いていますけれども、どういった計算式に基づい
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て温暖化予測をするかによって、将来的な１００年後

の到達温度はかなり幅があるのです。このオレンジ色

は２０００年の温室効果ガスが同じ濃度で推移した場

合はこういう状況です。 
 ２０３０年はここです。ここを見ると、どのシナリオ

を見ても影響予測がほぼ同じになるということで、ま

ず、ぶれが小さいだろうということです。それから、農

業的なことを予測する場合は、遠い将来になってしま

うと、施策が変わってしまう、または社会構造が変わってしまう、そういったことによる影響が

非常に大きくなるので、あまり遠い先になるといろいろと不確定な要素が大きく入ってきてしま

うということもあり、近未来ということで２０３０年代、このデータをまとめたのは３年前です

が、１５年から２０年先をターゲットにして取りまとめています。 
 ちなみに、我々が解析するに当たって使用したデータです。これは、横沢らが２００３年に出

した「気候変化メッシュデータ（日本）」というものを使って、そのほかに四つの全気候モデルに

よる世界の気候予測値を日本付近の２次メッシュに展開して、平均気温、最低気温、最高気温、

降水量、日射量、こういったものを使って出しています。 
 我々が使っているモデルは、東大の海洋研究所と国立環境研究所が出したモデルを使って出し

ております。これに基づいて、北海道が２０３０年代にどうなるのかということを、まず気温か

ら見ていきたいと思います。 
 これは、道内９３５メッシュの平均値を月別に見た

ものです。これは、現在から何℃上がるかということ

で、縦軸は上昇の温度になります。見ていくとわかるよ

うに、ピークは春先にあります。ここは２．５℃以上上

がっています。そして、夏場はそんなに高くなっていな

いのですが、秋口の１０月から１１月にかけて、２．

５℃から３℃近く上がるということで、現在よりも１．

３から２．９℃上昇、特に農耕期間に限ると平均で１．

８℃上昇します。我々は、過去にこういう温度を経験しているのです。それが２０１０年です。

今から６年前になるので、ちょっと記憶が薄れているのかもしれませんが、非常に猛暑が続いて、

９月になってもずっと半袖を着ていて、９月の末まで暑かったという年です。覚えている方いら

っしゃるかもしれません。 
 そのときの６月から８月の平均気温は、平均値です。

これは１９７１年から２０００年を統計期間として平

均値として出していますが、そこから比べると２．３℃

上がっていたということで、やはり２０１０年の猛暑

というのは、かなり暑い温度になっていたことがわか

ると思います。 
 次に、降水量と日射量です。降水量は、青いほうのグ
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ラフです。この縦軸は比率です。現在に比べて何倍になるかです。１．０が同じということです。

１．０を超えると増えていきます。降水量について見ると、７月から８月にかけてボンとピーク

が来て、１．８倍になっています。 
 年間トータルで見ると、現在の０．８から１．８倍、トータル年間比で見ると１．２倍、つま

り雨が増えるということです。これは、現在、我々も既に経験していて、通称ゲリラ豪雨と呼ば

れるような雨が夏場に多く降ることを既に経験しているのでおわかりかと思いますけれども、や

はり夏の降水量が非常に増えてくるということです。 
 それに反比例して、日射量、太陽が照る部分はほとんど１．０よりも下になっています。特に

夏場は下がっています。秋口だけ若干増えていますが、農耕期間の日射量は現在よりも１５％減

少しています。つまり、太陽が当らなくなるので、植物にとっては余りいい傾向ではないわけで

すね。 
 先ほどと同じように、２０１０年猛暑だった年の降水量はどうだったのかとこの夏場を見てみ

ると、約１．４倍あったということで、暑い年は雨の量も多くなっていることがわかると思いま

す。 
 農業に特に影響するのは霜です。いつ霜が来るのか、春先の遅霜、秋口の早霜、こういったも

のが植物の生育には非常に影響を及ぼすのですけれども、ここにあるように、春の晩霜日は早く

なり、秋の初霜日は遅くなる、つまり無霜期間が１６日から３７日長くなるということで、全て

地域別で円グラフにしています。 
 現在の無霜期間を青で示しています。もちろん、地

域によって短いところと長いところがあるのですけ

れども、それが２０３０年になると全て今よりも長く

なるということです。例えば、江差とか八雲はかなり

長くなりますね。今まで、札幌と大して変わらなかっ

たところが、道南のほうではもっと長くなってくるの

が見てとれると思います。 
 ここから植物の話になっていきますが、作物の影響予測をどうやっているのかという方法論を

簡単に説明しておきたいと思います。 二つの方法を使っています。一つは、我々農業試験場が

過去１００年間蓄積しているデータを利用して、気象予想から生育量や収量、品質を予測する式、

経験式と言っていますが、こういったものを全部の作物、水稲、秋まき小麦、てんさい、ばれい

しょ、大豆、小豆、牧草、飼料用とうもろこしと全部に使っています。 
 黒丸で示しているところは、特にこの式を重点的に

使ったものです。これは２０３０年代の気象データを

当てはめているのですけれども、世界中でいろいろな

作物モデルが出されています。 
 この作物モデルを日本版、北海道版に改良したもの

を秋まき小麦、てんさい、ばれいしょでは使っていまし

て、特に小麦とばれいしょに関しては、作物モデルで生

育予測を行っております。 
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 水稲に関しては、北海道ではどういった生育パターンをとるのか、どういった時期が植物に影

響が大きく出る時期かということを示しています。 
 ご承知のように、５月の中下旬から田植えが始まりますけれども、幼穂形成期が６月下旬から

７月くらいで、ここで冷害の危機の１回目が来ます。ここでは、花粉の形成による影響が出るの

です。つまり、ここで大きな冷害がくると、花粉ができないので受粉せずにお米が実らないとい

うことです。 
 その後、出水期が８月に来て、８月下旬から９月上旬にかけてが、登熟期間と言って、実が熟

して、お米の粒がいっぱい膨らんでくる時期です。 
 このときに冷害が来ると、今度は収量と品質に影響します。収量が少し減るとか、もしくは品

質的に美味しくないお米になってしまうということで、９月中旬からの収穫期となります。 
 我々は、計算式をつくって、お米の収量と品質に及ぼ

す影響ということで、まずは収量のほうですけれども、

ここでは、気候登熟量示数と書いていますが、これは数

量と思ってください。反収１０アール当たり何キロと

れるかということです。これは出穂後４０日間の平均

気温と日射量、平米当たりをメガジュールで示してい

ますが、これによってある程度推定できるという推定

式があります。 
 日射量によって傾きが変わってくるわけです。それ

ぞれ見ていくと、道央地域の岩見沢は、この期間で日射量が大体６００メガジュールあるという

ことで、この緑のグラフになります。現在はこの辺で、出穂後４０日間の平均気温が大体２０℃

くらいです。これが２０３０年代になると１．５℃くらい上がってきていて、ここに来るという

ことで、当然、収量が増えます。 
 もう少し北のほうに行って、北見です。北見ですと、この期間の日射が大体５５０メガジュー

ルになって、現在の４０日間の平均気温１７．５℃くらいが１９．５℃くらいまで上がってくる

ということで、やはり収量的には増えていくことがわかります。 
 これが収量の予測の図です。 
 もう一つは品質の予測です。品質はどう計算できるかというと、今のお米の品質は、全てでは

ないですが、かなりの部分がでん粉に含まれているアミロースの含量とタンパク質の含量の二つ

でほとんど食味が説明できます。 
 アミロースが少ないと粘りが増えていきます。アミロースがゼロというのはもち米です。逆に

言うと、アミロペプチドが１００％ということですけれど、普通のうるち米ですとアミロースは

大体２０％くらいです。１５％から２０％の間に入っているのがうるち米です。それが少な過ぎ

ると餅になってしまうのですけれども、１５％から２０％の間で少ないほうが粘りがあります。 
 タンパク質は６％から８％の間くらいですけれども、現在のおいしいお米と言われているのは

６％台の後半です。タンパク質が少ないと、やわらかいお米になります。タンパク質が高いと、

かたくて、ぼそぼそしたお米になります。我々日本人の好みから言うと、アミロースがある程度

低い１５％から１７％くらいがいいのかもしれません。タンパクもある程度低くて６％台くらい
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で、こういったものになってくると、おいしいお米となります。 
 これも、出穂後の４０日間の日平均気温と非常に高い相関があります。 
 タンパクの場合は２次曲線があります。ある程度ま

では下がってくるのですけれども、温度が上がり過ぎ

るとタンパクが高くなってきます。これは、高温障害が

出てくるということです。アミロースは、ほぼ直線的に

温度が高くなると下がってきます。こういった気象状

況の影響があります。 
 例えば岩見沢で見てみると、現在はこの辺にありま

す。アミロースですと２１％、タンパクですと七．数％

です。ちなみに、これは、きらら３９７で計算した式に

なっております。 
 ２０３０年代になると、岩見沢の気温がここまで変わってくるということで、アミロースは２

０％まで下がってきますし、タンパク質はというと７％台前半まで落ちてくるということで、き

らら３９７で調べたとしても、食味はいい方向に向かっていきます。これは、品種ごとに多少傾

きが変わってくるのですが、北海道のお米は大体こういった傾向にあります。 
 水稲に及ぼす影響を取りまとめてみますと、穂ばらみ期の冷害危険期ということで、気温は現

在と大差がないため、不稔の発生による冷害には今までどおり注意が必要ということになります。

ただし、田んぼに苗を植えるのではなく、直接種をまく直播栽培という方法がありまして、今、

省力化のために全道ではまだ２％くらいしかないのですけれども、これが増えてくるのではない

かと言われています。 
 その有利性というのは、生育期間が長くなって、現在よりも熟期の遅い品種が使えます。直播

向けの品種というのは、北海道の場合、熟期が限られてしまうというハンディがあったのですけ

れども、そういったハンディが少し克服できます。お米にとってはいい方向性ということがあり

ます。 
 ちなみに、北海道のデータだったのですけれども、ほかの府県のデータを拾ってきました。こ

れは、「地球温暖化、日本への影響２００８」という少し古いデータですけれども、日本全国で見

た場合、この温暖化はかなり先の話で２０５０年から２１００年というかなり先を見て言ってい

ますけれども、どうなっていくかということで、色としては、赤いほうが収量が増えて、青いほ

うが収量が減っていくということで計算した図になっています。 
 これを見るとわかるように、北海道はいずれも収量が増えていきます。それに対して、特に先

になっていくと、関東以西で収量的にも相当減っていきます。 
 現在も、九州ですと白未熟と言われるような、高温障害で品質が劣って味が悪くなるというこ

とが時々起こっているのですけれども、これがどんどん進んでいくのではないかというとです。 
 ここでは、２０５０年ということで、気温が１９９０年よりも２．８℃上昇することを前提に

して国が計算した図になっております。 
 次に、秋まき小麦です。これは、名前のとおり、秋にまいて、翌年の夏に収穫するので、畑に

植わっている期間が物すごく長いのです。これは、ほかの作物とは違います。ほかの作物は春に
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植えますけれども、前年の秋、９月に種をまきます。種をまけば、当然、萌芽します。１０月、

１１月と芽が出て少し生育するのですけれども、この後、北海道は雪が降ります。そうすると、

春まで雪の下でじっとしているのです。枯れないのです。病気が発生すると枯れてしまいますが、

枯れずにじっと待っていて、春、４月に雪が解けた瞬間、起生期と言いますが、生育がとまって

いたものが急激に起き上がって生育を始めます。秋まき小麦というのは、雪の下でもずっと生き

延びるすごく強い作物です。 
 その後、６月になると、出穂期といって穂が出てきます。そして、７月中旬から８月上旬にか

けて成熟期で小麦色の穂に変わっていきます。こういう生育パターンをとります。 
 小麦の場合は、先ほど言ったように、ヨーロッパでつくった作物モデル「ＷＯＦＯＳＴ」があ

ります。この「ＷＯＦＯＳＴ」を北海道用に我々が改良したモデル式を使って生育シミュレーシ

ョンをしています。 
 ここに示したのは一例ですが、岩見沢で生育した場合の数字を出しています。 
 先ほどの起生期ですが、現在、岩見沢の場合は４月１３日が、再度、雪が解けて生育が始まる

時期です。それから、成熟期です。穂が成熟して水分が３０％以下になったときを成熟期と呼ん

でいます。これが７月１８日ということで、最大可能収量、１ヘクタール当たり何トン収穫でき

るかのポテンシャルですね。いろいろな条件が絡むので、当然、これは変化するのですけれども、

気温と日射量から計算すると最大で７．８トンとれます。ただし、岩見沢というのは低地土で水

分が非常に多い土壌なので、土壌水分を考慮すると５．１ｔトンしかとれないということになっ

ています。 
 ところが、２０３０年代になると起生期が１０日ほど早まり、それに伴って成熟期も１０日早

まります。そして、最大可能収量が減ってしまうのです。なぜかというと、雨の害です。夏場の

収穫時期に雨に多く当たるので、どうしても雨の影響を受けて収量が減っていきます。ここの「土

壌水分条件を考慮」というほうはそんなに変わりません。 
 トータルで温暖化の影響を見ていくと、６月、７月に降水量が増えるということで、一つは、

水分が不足する地域は、雨が降ることで水分の不足は緩和されるのですが、大きな影響は、多雨

で発生しやすい倒伏です。雨がだーっと降ると、成熟した麦が倒れてしまいます。そうなると、

コンバインでは刈れなくなったり、刈っても品質が悪くなります。 
 これは、赤かびという病原菌です。かびが発生して品質、収量に影響を及ぼします。 
 もう一つは、収穫前に余りに雨が降って湿潤な条件が長く続くと、穂発芽といって、種をまい

たのではないのに穂の中で芽がでてきてしまいます。こういった障害が起きると、小麦のでん粉

が分解されて、小麦粉としては全く使えないものになって、これは家畜の餌にしかならなくなっ

てしまうのです。 
 こういった障害が起きるということで、倒伏、赤かび病、穂発芽の三つが多発することが懸念

されるので、これをいかに防ぐかが重要になります。 
 次に、てんさい、ビートです。 
 てんさいも、秋まき小麦ほどではないですけれども、同じ年で生育する作物としては非常に長

い生育期間があります。ここでは、畑に植えるところからしか書いていないのですが、種をまく

ところからいくと、そのもっと前があります。２月の末から３月にハウスの中で種まきをします。
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種まきをして、１カ月ほど苗を育てます。その後、育った苗を移植機という機械を使って移植す

るのが４月から５月です。ゴールデンウイークぐらいです。 
 それから、生育中期です。夏場の７月、８月に葉っぱがすごく生い茂ります。ここは、栄養成

長期と言いまして、根っこの部分が太って、そこに糖を蓄積する期間です。その後、１０月あた

りから収穫期になって、１１月、今くらいまでまだ収穫がずっと続いています。ことしの場合は、

十勝などは台風の影響で畑がかなりやられてしまって、なかなか収穫ができません。水がなかな

か引かないとか、畑の地盤が緩んでしまって作業機が入れないということで、十勝ではまだ収穫

が全部終わっていないと聞いていますけれども、種まきからいくと３月から１１月までかかると

いう非常に生育期間の長い作物がてんさいになります。 
 これは、非常に単純な１次式であらわすことができ

ます。まず、収量、根っこの重さですが、ここに書いて

あるように、横軸は積算の最高気温で、４月中旬から６

月下旬の最高気温で１次式であらわすことができま

す。 
 現在の北海道の平均は青い矢印ですけれども、これ

が２０３０年代になるとここまで増えるということ

で、ヘクタール当たりで言うと１０トン近く増えてく

ることが予想されます。 
 それから、根中糖分です。てんさいというのはお砂糖をつくる作物ですので、糖分が非常に重

要で、現在も取引するときには糖量という形で取引をしています。ですから、重さだけとれとも、

糖分が低かったらお金にはならないのですが、根中糖分は、ここにありますように、７月上旬か

ら１０月上旬の積算最低気温と１次式であらわすことができるということで、現在は、青い印の

ところにあるように、１７％くらいの根中糖分が平均値です。それが２０３０年代になると１％

近く下がって、１６％近くまで落ち込んでくるということで、糖分は下がります。 
 この理由は、夜温が高いと呼吸量が増えてしまうのです。お砂糖を蓄積するというのは、光合

成によって二酸化炭素と水と太陽光線から糖を合成して、ショ糖になって根っこにたまってくる

のですけれども、夜温が低いと呼吸によってそれが消耗されてしまいます。ですから、最低気温

が高いと根中糖分が減るということになります。 
 てんさいに対する影響ですけれども、高温多湿で多発が心配される褐斑病、それから葉腐病で

す。こういった病気が多くなるということで、水が多くたまると余計に発生が広がるので、畑の

水はけをよくする対策が絶対に必要です。 
 また、生育期間が延長になるので、収穫時期も変わっ

てきますということで、作業体系も見直さなければな

らないということが想定されます。 
 次に、ばれいしょ、じゃがいもです。北海道でのじゃ

がいもの植付期は、ゴールデンウイークが明けた５月

下旬です。それから、萌芽期です。品種によって多少前

後があるのですけれども、６月の初めくらいに萌芽期
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があって、その後、塊茎肥大期と言うのですが、芋がふくらむ時期が７月から８月の夏場にかけ

てです。葉っぱも生い茂っているのですが、芋の場合は葉っぱだけが大きくなってもしようがな

くて、いかに土の中にある塊茎が肥大するかが重要です。８月末から９月に収穫します。もちろ

ん、品質によって時期は多少違うのですけれども、これが大ざっぱな作業体系です。 
 ばれいしょの場合も、ヨーロッパでつくった「ＷＯＦＯＳＴ」というシミュレーション式を北

海道バージョンに改変したもので、かなりよく当てはまるということで、ここでは芽室地域の例

を示しています。現在は、萌芽期、種芋を植えて芽が出てくるのが大体５月３０日です。生育停

止期は、地上部の葉っぱの生育がとまって、根っこの芋だけが太って、そこに養分がたまり出す

時期です。これが９月２９日です。 
 最大可能収量は、気温と日射量から計算すると、現在では１ヘクタール当たり６５トンとれる

というのがマックスのポテンシャルです。これが２０３０年代になるとどうなるかというと、萌

芽期が３日早まります。生育停止期は１１日も早まります。これによる影響としては、最大可能

収量が１０トンも減ってしまうということです。これは、日射量が減るということが非常に大き

いです。日射量を加味しなければ、６１トンですから４トン減るということで、いずれにせよ、

ばれいしょの場合は収量は減ってきます。もちろん、でんぷんの蓄積も悪くなるので、品質も悪

くなります。 
 温暖化の影響ということで言うと、まず、でんぷん含量は８月から９月の気温上昇で、これも

夜温が高くなるということで、呼吸量が大きくなって、でん粉の蓄積は減ってしまいます。 
 それから、高温多湿で影響が予測されるのは、この写真にあるように、じゃがいも疫病の発生

が 1 週間ほど早まります。じゃがいも疫病というのは非常に怖いウイルス病で、アブラムシが伝

搬するのです。アブラムシが飛んできて、じゃがいもの葉っぱや茎を吸います。そうすると、そ

のアブラムシの体からウイルスが中に放出されて、何も防御をしなければ、それによって収量が

大体半分に減ってしまいます。ですから、ちゃんとした防除をする、もしくは、遺伝的に疫病へ

の抵抗を持っている品種も最近は開発されていますので、そういった品種を使うかのいずれかの

対策をとらないと、収量は半分になってしまうという影響を受けます。 
 次に、大豆です。大豆も生育期間が結構長い作物です。種まきというのは５月末です。それか

ら、６月上旬にかけて種をまいて、７月の中旬から８月にかけて小さな白い花を咲かせるのです

けれども、まず、この期間は低温の影響を受けやすいということで、ここで低温に当たると受粉

障害が起きて、花粉がつかない、そうすると、実らないということになってしまいます。 
 それから、成熟期は９月から１０月にかけてですが、成熟期前の低温の影響を受けると、ここ

でもまた収量が減ってしまいます。 
 収穫は１０月下旬から１１月にかけてで、現在はほ

とんどコンバイン収穫が行われております。 
 大豆の収量です。ここでは、我々は、雪ほまれという、

今、北海道で一番多くつくられている品種です。１万ヘ

クタール以上でつくられている品種ですが、これを使

ったシミュレーションを出しています。こういった２

次回帰式になります。 
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 ６月から８月の平均気温と、子実の収量、ここではアール当たりのキログラムと出しています

けれど、これを２次回帰式であらわすことができます。 
 見やすいように網かけをします。 
 まず、現在の網走、北の地域です。少し寒い地域ですと、現在は収量が低いところにあります。

温度が上がるとこの２次回帰式でいくと上に向かってうごきますので、現在よりも収量は増えま

す。つまり、網走、道東のような涼しい地域では、気温が上がることによって収量が増えるとい

うことがわかります。ただし、岩見沢、道央地域は、この２次回帰式のほぼピークに近いところ

に現在の気温があるわけです。そこから気温がさらに上がってくると、この傾きが下がり出すと

ころに来ます。そうすると、収量的には少し減ってく

るということで、地域によって受ける影響が違うとい

うことです。 
 そこで、我々はマップをつくりました。先ほどの九

百数十メッシュのマップに落としていっています。 
 全道的に見ると、増収です。赤いほうが収量が増え

て、一番赤いところは１０％の増加です。青いほうは

収量が減るということですけれども、全道平均をする

と１６％の増収で、今、平均でポテンシャルとして３

１４あるものが、３６５まで増えます。これは、実収量ではなく、ポテンシャルの収量です。 
 こういったことから見ると、プラスになるのかなと思うのですけれども、いいことばかりでは

ありません。それは何かというと、一つは成熟期が早まるというのはいい方向ですが、品質面で

見ると、高温によって、この写真にあるように裂皮粒ですね。表面の皮が破れてしまうとか、破

れないまでも、しわ粒といって、しわが寄ってしまうということが多発します。 
 北海道の大豆は、主用途が煮豆なのです。つまり、煮豆というのは、豆そのものを食べるもの

ですから、こういった外観が割れたり破れたりすると、全く取引されません。規格外品といって、

二束三文で潰して使う用途にしか使われません。潰して使うのは、国産の大豆は油にはしません

けれども、世界的に見ると一番の用途は油です。国産の大豆の場合は、みそやしょう油、豆腐な

どに使われます。北海道以外の地域で言うと、豆腐用途が一番の主用途になっています。ただし、

北海道の場合は、大豆の成分含量として見たときには、タンパク含量が低目で、糖含量が高いで

す。これは何を意味しているかというと、糖含量が高いので、煮豆として食べたときにとっても

甘みがあっておいしいのです。糖含量が２％高いと誰

が食べても味の違いがわかります。府県産と北海道産

を比べると大体２％違います。誰が食べても北海道の

大豆はおいしいねとなります。ただし、その裏返しとし

て、タンパク含量が低いので、タンパクが低いというこ

とは、豆腐がつくりづらいです。豆腐というのは、タン

パク質を豆乳で抽出して、にがり加えて固めるもので

す。ですから、府県産の大豆がほとんど豆腐用途という

のは、逆にタンパクが高いです。でも、糖含量が低いので、北海道産から比べると、そんなにお
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いしくはないです。北海道でも、豆腐用途も大事ということで、豆腐専用品種も今はつくられて

きています。ただし、今でも主用途は煮豆と小粒品種の納豆用というのが２大用途になっていま

す。 
 次に、北海道には酪農地域が非常にたくさんあります。特に、道東、道北に行くと、お米がつ

くれない、畑作物が余りつくれないといったところでは酪農が中心になります。そこでは、牧草

が非常に重要な作物になってきます。牧草にどういった影響があるのかということで、ここでは、

チモシーというイネ科の牧草とアカクローバーというマメ科の牧草、これを両方まいている混潘

草地が多いのですけれども、これを想定してどうなるかというのを地域ごとに見ていっています。 
 道南の八雲から道東の中標津まで、途中に道北の枝幸などがありますが、どこを見ても、現在

が青い棒グラフ、２０３０年が赤い棒グラフ、いずれも減ってしまうということで、やはり牧草

にとっても余りいい影響は出ないです。 
 一つは、雪解けが早まって気温が上昇するので、一番草の出生時期が早まります。 
 牧草というのは何回も刈るのです。放置しておくとどんどん伸びて、背が高くなってしまって、

かたくなって牛が食べてくれなくなるので、若い、やわらかいうちに刈るのです。ですから、栄

養価も高いのです。その刈り取りを１年間で３回くらい行うのですが、その一番草の出生時期が

全道平均で１３日早まります。早まるのはいいかもしれませんけれども、年間収量で見ると日射

量が減るということで、収量が１０％から２０％減ってしまうということで、どういう牧草にと

っても余りメリットはないということです。 
 ここまでが我々の出したデータです。 
 次に、果樹というのも北海道はこれから増えていくのではないかと言われていますけれども、

実は、我々は果樹のデータは出していないのです。これは、もとになるデータ数が少な過ぎて北

海道だけでは計算できなかったので、今日は、国の研究所がまとめたデータを持ってきています。 
 ここでは、リンゴ栽培適地の変化ということで、２００４年に出したデータなので若干古いの

ですけれども、ここでの現在というのは１９９０年で、それが７０年後の２０６０年にどうなる

かというのを、３℃上昇することを前提にリンゴの栽

培適地を見ています。 
 赤いところがリンゴの適地です。リンゴの適地より

温度が高過ぎるというのは緑、それから、リンゴの適

地から見ると温度が低いのが青です。 
 現在、北海道はほとんどが青で、余市、仁木と道南

ですね。七飯町は日本で最初にリンゴが栽培されたと

ころです。私が今いるところの隣まちですが、こうい

った道南地域ですね。今、北海道にはここしかリンゴ

の栽培地として適しているところがなくて、本州の北関東、東北が適地と言われています。２０

６０年と少し先ですけれども、やはり北海道は山岳地帯除いてほぼ全域が適地になってしまいま

す。 
 東北では、逆に北東北、青森とか岩手県と標高の高い北関東しか適地が残らなくて、それ以外

は全て適地よりも温度が高過ぎますというふうに変わります。 
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 ただ、北海道だけで見ていくと、温度的にはこれから果樹の栽培に向いていくとなっているの

ですけれども、果樹の農家がどうなっているのかを見ると、実は、果樹農家というはほかの作物

よりも高齢化が著しく進んでいるのです。ですから、現状で見ていくと、果樹を栽培している農

家さんの数は減り続けています。 
 残っている人も高齢化がどんどん進んでいて、一部、新規参入があるのですけれども、やめて

いく人たちの数のほうが圧倒的に多いということで、今の状況でいくと、温度的には北海道はリ

ンゴの栽培が向いていくのですけれども、リンゴをつくる農家の数はどんどん減っていくという

というところが危惧されています。 
 これは、我々が主要の農作物の影響予測をまとめた

一覧表です。お米はというと、収量的に見ると登熟期

間の気象条件が向上するということで、やや増加です

ね。ここでは、ほぼ中間的な値かなというふうに評価

しています。また、先ほど言ったように、アミロース、

タンパクが下がって、粘って、やわらかいお米になる

ので、食味は上がります。 
 このように、お米の場合は、どちらかというとプラ

スの影響が多いです。 
 小麦は、先ほどあったように、日射量が８％から１８％減少し、さらに収穫時期に雨が降ると

いうことで、降水量増で水分不足の地域は若干いいのですが、収量は減ってしまうほうが圧倒的

に多いです。品質に関しても、先ほどあった倒伏、穂発芽、赤かび病によって品質が低下という

ことで、小麦はマイナスの影響しか出てきません。 
 それから、てんさい、ビートです。こちらは、混重が１２％増加するということで、先ほどあ

った病気ですね。褐斑病とか葉腐病、これを完璧に防除できたとした場合には増収効果が認めら

れます。ただし、根中の糖分含量は０．８ポイント下がります。今、１７の平均でしたから、１

６．２まで下がってしまうということで、ここはマイナスの影響です。 
 ばれいしょ、じゃがいもです。日射量が低下するので、１５％ほど収量が減ってしまいます。

さらに、でん粉の蓄積も下がるので、でん粉含量も下がって品質も悪くなるということで、ばれ

いしょに関してはマイナスの影響しか出てきません。 
 大豆は、ユキホマレのようなものでいえば、道央、道南の今ピークに来ているところ以外は増

加します。それから、トヨムスメは寒い地域でつくっている品種ですけれども、寒い地域なので、

ほとんどの地域で収量は増えます。ただし、収量は増加ですが、品質は裂皮粒やしわ粒が増えま

す。さらに、防除しなければ、虫の害も出てきてしまうので収量は悪くなります。 
 こういったところを考えていくと、余りいい影響は出てこないと総じて言えると思いますし、

お米だけが多少プラスの方向となるかと思います。 
 では、我々は農作物に対してどういった適応策をとっていかなければならないのかということ

を幾つか考えております。 
 農業試験場として最初に行うこととしては、品種開発です。当然、温度が高くなるので、高温

耐性の品種が必要なのですけれども、本州並みの品種でいいのかというと、そうではないのです。
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温度というのは、最初の図にあったように、一直線でどんどん高くなっていくのではなく、下が

ったり上がったりを繰り返しながら、平均を見ていくと徐々に上がっているということです。つ

まり、気温変動の変動幅は不確実性が高いです。暖かい年もあるのだけれども、例外の年も必ず

何年かに一回は出てくるのです。ですから、当面は耐冷性も必要だということで、今よりも育種

の方向性が難しくなるのです。暖かい方向だけを目指すのではなく、寒さの耐性も必要な上に高

温耐性も必要ということで、もっと幅広い気象変動に対応できるものが必要ということで、非常

に難しくなります。高温、湿潤、こういったところで発生が予測される病気ですね。こういった

病気に対する抵抗性も絶対に必要になってくるので、この抵抗性もしくはちゃんとした防除がで

きて初めて収量が増える方向に行きます。病気が発生してしまうと、当然、収量が減るので、対

病性の品種を開発することも必須条件です。 
 今でもそうですが、新しい品種は必ず対病性を持っている品種しか新品種で出てきていません。 
 次に、栽培技術です。これも農業試験場としていろいろ行っているのですが、播種適期、収穫

適期、また、栽培地区分というのは、どの品種がどこの地域に向いているのかを区分して、そこ

の奨励品種を決めているのですが、そういったものの見直しや導入品種の検討が必要になってき

ます。 
 それから、気象条件ですが、夏場は雨が多くなるとか温度が高くなるということで、施肥体系

を見直さなければなりません。雨が多いところに肥料をぼんとやっても、全部、地下水に流れて

しまって、地下水を汚染するだけで、植物が吸うことができなくなるわけです。そういったこと

を防いで、植物がちゃんと生育できるように肥料のやり方も変えていかなければならない、肥料

の種類も変えていかなければならない、そういったところがあります。 
 もう一つは、行政との連携になりますけれども、基盤整備事業です。降雨変動に向けた畑地の

排水対策です。特に、夏場は降水量が１．８倍も増えるので、そのままにしておくと、今年の台

風の被害ではないですけれども、水に浸かってしまうということになるので、そこを防ぐために

は、農地基盤整備、排水事業を強化していかなければ、まともな生育が望めないということにな

ります。 
 次に、新しい話題です。温室効果ガス排出に及ぼす影響で、今度はプラスの影響を農業的に見

ていきたいと思います。 
 これは、一番最新の我々がまとめたデータです。 
 一つは、農地というのは、二酸化炭素を出したりも

するのですが、逆に貯留するということが非常に大き

いと言われています。深さ３０センチまでに二酸化炭

素に換算すると、何と５．２億トン土の中に貯留され

ていると言われています。 
 ちなみに、北海道の農地は全国の３７％の二酸化炭

素を貯留しています。耕地面積で言うと全国の２５％

しかないのです。つまり、２５％の耕地面積の中に全国の３７％の二酸化炭素を貯留していると

いうことで、二酸化炭素を農地で蓄えている量ということで見ると、北海道は日本の中で非常に

大きなウエートを占めているのです。 
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 これが、私が２０１４年に中央農試にいるときに我々が取りまとめたデータです。 
 今は畑作でしたが、今度は水田です。水田というのは、嫌気的条件にあるので、メタンが発生

するのです。よく田んぼを見ていると水の中らぽこぽこと泡が上がってくるのを見たことがある

と思います。あれはメタンです。メタンというのは非常に大きな温室効果ガスですので、これを

減らすことが大事になってきます。 
 疎水材暗渠というのは、田んぼの中に管を入れて、そこに疎水材の資材を埋め込むことによっ

て水の循環をよくしてやるのです。水はけをよくしてやるということです。特に、田んぼに水を

落としたり張ったりということを繰り返すのですけれど、そのときにいかに水をきれいに落とし

てやるかということが大事になってきます。 
 疎水材暗渠の未整備のところでメタンの発生量を見ると、２０１１年では炭素量で計算してヘ

クタール当たり０．９６トン、２０１２年では０．４６トンあったのです。整備したところです

と、０．５６トンとか０．１４トンに減っているということで、ここに出したように、整備する

ことにより５８％もしくは３１％までメタンの発生量を低減することができるということで、疎

水材暗礁の整備は水田からのメタン発生を低減できますということを２０１５年に中央農試で私

たちがまとめたデータになっています。 
 このように、温暖化の影響というだけではなくて、

いろいろと対策をとることによって温室効果ガスを

減らすことができるということです。先ほど言ってい

た道総研のプロジェクト、林業とか農業とか工業が加

わって行ったプロジェクトですが、そこではバイオマ

スの利用を計算してみました。 
 その成果を若干ご説明したいと思います。 
 ここでは、林業系のバイオマス、いわゆる木材です。

それと農業系のバイオマスです。これは、稲わらと麦わらがあります。これらについて計算しま

した。ＮＥＤＯなども同じような計算をしているのですけれども、ＮＥＤＯが計算しているやり

方は賦存量という方法をとっています。どのくらい量があるかということです。 
 我々が計算したのは賦存量ではないです。賦存量も計算していますけれども、ここに出してい

るのは利用可能量です。つまり、どれだけ量がたくさんあっても、使えなければ意味がないわけ

です。実は、ここには稲わらしか書いていないです。麦わらは書いていないです。なぜかという

と、利用可能量がないのです。賦存量はたくさんあります。北海道は日本全国の６１％の小麦を

つくっています。そこから出てくる麦わらは物すごくあります。賦存量はたくさんあります。で

も、今、これは全部が家畜の飼料やいろいろな用途に使われていて、特に東日本大震災が起きた

後からは、放射能汚染されていない麦わらを家畜の敷きわらとして欲しいということで、東北の

ほうでもどんどん引き合いがあるのです。 
 ですから、今、北海道の麦わらというのは、全量使われていて、全く残っていないのです。つ

まり、利用可能量としては、麦わらはゼロです。 
 稲わらというのは、水田地帯にしかないのだけれども、使える量は結構あります。それから、

林業系のバイオマスです。林地残材ですね。林業系の場合は山に登って行って木を切るというこ
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とで、木を切っても、切り株の根っこが入っているようなところと、小さな枝ですね。これは全

て払い落として山に置いていきます。持っておろすのは丸太の部分だけなのです。 
 賦存量ということで言うと、それがたくさんあるのですが、利用可能量というと、残った林地

残材を運んでくるためには、重機も必要ですし、トラックも必要です。油をいっぱい使いますね。

運んでくるのに使う油と持ってきた林地残材を燃やすことによって得られるエネルギーを比較す

ると、運んでくるほうがエネルギーをたくさん使うということでは意味がないのです。つまり、

消費エネルギーに対して生み出すエネルギーが２倍以上ある場合に利用可能だと我々は計算して

います。そのために、いろいろな条件をつけて、大きな道路まで山から５０メートルしか離れて

いないところからしか持ってこられないとか、幾つかの条件をつけて計算したのがここでいう林

業バイオマスの利用可能量です。 
 それで見ていくと、北海道全体で年間２０万トンが林地残材から使うことができる木材として

のバイオマスです。 
 それから、稲わらです。稲わらは、本当にお米だけの地域だけなので、限られた地域しかない

のですが、稲わらの利用可能量は５８万トンです。稲わらは今、使われていない部分が多いので

す。一部使ってはいるのですけれども、ほとんど使われていないということで、面積や量からい

くと森林のほうがはるかに多いのですが、利用可能量で見ると、ここでわかるように、稲わらの

ほうが約３倍近く使えるのだということで、の稲わらをもっと有効活用したらいいのではないか

ということがここから見てとれると思います。 
 実際にどういう利用例があるのかを幾つか紹介します。 
 一つは、農業系のバイオマスの利用ということで、稲わらの利用です。これは、南幌町で実際

にやっている事例を調査したデータです。南幌町は、札幌からも近いので行かれた方はいらっし

ゃるかもしれませんが、水田中心の農村地帯です。ここでは、当然、お米をとった後の稲わらが

たくさん出てくるのですけれども、これを畑にすき込んでしまうと、畑からまたメタンが出たり、

お米の品質を悪くするということで、畑に戻していくのは余りよろしくないということで、畑か

ら搬出しましょうということです。昔は燃やしたりしていましたが、今は燃やしたらだめという

指導もしています。 
 そうすると、これをロールにしていろいろな用途に使うのですが、南幌町の場合は、地元にペ

レット工場があるので、ここで稲わらをペレットにしています。同じく、この工場の隣には、木

を使って教材をつくる会社があるのです。そこからも木の切りかすが出てくるということで、そ

のおがくずもペレットにしています。ということで、木材のペレットと稲わらのペレットの両方

を南幌温泉の温泉ボイラーでバイオマスボイラーとして使っているということです。非常に少な

い量ではあるのですが、現在のところ、年間で１２９キロリットルの重油が節減になり、二酸化

炭素の排出量としては３５０トン削減できます。 
 ただ、これはバイオマスボイラーだけで全部を賄えているわけではなく、油を使うほうが多く

て、油の値段が高くなったりしたときに、バイオマスボイラーのほうを主力で使い出していると

いうことで、普通の重油ボイラーとバイオマスボイラーの併用で行っております。 
 そして、ここで稲わらを燃やした後の灰は融雪剤に使えるということで、また畑に水田に還元

しているということでうまく循環しているという稲わらの利用例です。 
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 それから、ここに書いてあるように、地域の特性を生かした農林バイオマスの栄養拡大という

ことがやられています。 
 もう一つは、林業系のバイオマスです。ここでは、津別町がすばらしいことを行っております。

ここは物すごく大規模です。津別というのは林業のまちです。北海道の中でも有数の林業地帯と

いうことで、大きな製材工場があって、そこの組合でこれを利用しているのですけれども、木質

バイオマスの発電機があるのです。ここでは、まず伐採量の１６％から２８％が林地残材として

未利用でありました。これを、全量ではないのですが、集荷して持ってきて、地元の工場でまず

チップにしています。 
 このチップにしたものを、林業組合の合版工場でバイオマス発電をしているということで、ま

ず、ここの工場では１００％自前で電力を賄っています。林地残材をチップにしたもので１００％

賄っています。それ以上、電力に余力があるということで、余剰電力については売電しています。 
 そして、出てきた灰は、農業のほうに融雪剤と同じように使っているということで、農業や林

業に使ったり植林するときに使うということで、こういうふうにうまく回っています。 
 特にすごいのは、ここの工場は１００％自賄いで電力が供給できています。製造工程では乾燥

するのに物すごいエネルギーを使うのです。乾燥するときに熱をかけるので、電力を物すごく使

うのですけれども、１００％賄っているということで、化石燃料の代替による温室効果ガスの発

生削減効果が重油に換算すると年間２万４，０００キロリットルで、ＣＯ２に換算すると６万９，

０００という物すごい量になります。ここは効果が非常に大きいと思います。 
 このように、地球温暖化の影響ももちろんあるのですけれども、我々北海道は農業や林業が中

心の地域ですので、その中でいかに温室効果ガスの排出を削減するかというところでは、こうい

ったバイオマス利用をコストも考えながら行っていくと、まだまだ使える部分があるのではない

かと思っております。 
 これはまとめの図です。現在、北海道では、地球全体でもそうですけれども、温暖化がどんど

ん進んできているということで、先ほどあったような林地残材をいかに有効利用するかですね。 
 また、畑のほうでは、今日は食料生産がこれからどうなるのかという部分しかお話をしなかっ

たのですけれども、我々のプロジェクトではそのほかに二つの研究をしました。 
 一つは休耕地です。今、農家の人が減ってきているということで、耕作放棄地、作物をつくら

ない畑が増えてきています。もちろん、近隣の農家さんがそれを買い取っての規模拡大もあるの

ですが、それもだんだん限界に来ています。そこで、休耕地をいかにうまく活用するかというこ

とで、ここにエネルギー資源になるような資源作物を粗法的につくれないかという研究も行いま

した。 
 もう一つは、家畜の餌です。今、濃厚飼料はほとんどをアメリカなど海外から輸入しています。

これを自賄いできれば、そこでも温暖化のエネルギーの削減になります。フードマイレージと言

われていますが、遠くから運ぶということは、それだけ油を使っています。それを地元でつくろ

うということです。 
 飼料作物の生産拡大、さらに今回はＴＰＰがどうなるのかはアメリカの大統領選で変わってき

ましたけれども、国際情勢にも左右されない作物の自給です。こういうことで、飼料用作物の栽

培方法、または栽培に合わせた品種も研究の中で取り組んでいました。 
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 さらに、作物残渣の有効活用や、今回、工業試験場で一緒に検討していたのは、バイオエタノ

ールです。今まで、とうもろこしやてんさいを使ったバイオエタノールは出てきていたのですけ

れども、人の食べるものとエネルギーが競合してもしようがないです。そこで、我々が研究をし

たのは木質です。セルロース系です。それも、先ほどあったような林地残材をいかに効率よくエ

タノールに変えて、車の燃料に使えないかという研究を行っていました。まだ経済的にはペイす

るところまでいっていませんが、エタノールに持っていくのに非常に効率的な方法です。今、こ

ういったものを学術的に発表しています。実用化にはまだいっていません。こういったことによ

って、バイオマスエネルギーを利用、活用、促進していきます。 
 そのときには当然考えなければならないのは、プラスマイナスの環境への影響と、経済性の検

証です。経済的にペイしなければ回っていかないので、経済的に合うということを検証した上で、

農業の将来像または林業の将来像をつくっていこうということです。これによって、我々の農林

バイオマスの特性を把握して、その資源を有効活用する方策をつくっていこうということで、そ

の第一歩を３年前に取りまとめたわけです。 
 ここにありますように、我々が行ったプロジェクトは地球温暖化戦略研究というものですが、

こういうことを通して、地球温暖化に対応した北海道農業の構築をしていかなければなりません。

これは、温暖化だけではなく、構造変化もこの研究の中に入っていて、高齢化や農家人口の減少

も含めてどう対応していくかということを大きなプロジェクトの目的としてやっておりました。

その中から、今日は温暖化に絡んだお話をご紹介させていただきました。ご清聴、どうもありが

とうございました。（拍手） 
 
○司会 加藤様、どうもありがとうございました。 
 まだ時間もありますので、皆さんからご質問をいただければと思います。 
 どなたかあればお願いします。 
○フロア 耕地面積に対する二酸化炭素貯留量という話がありましたが、二酸化炭素は畑とか土

壌の中にどういった形で閉じ込められているのでしょうか。耕したときなどにまた出てきてしま

うと思うのですが、二酸化炭素貯留量の位置づけはどう考えていいのか、よく理解できないので、

その辺のご説明をお願いします。 
○加藤 一番大きいのは、炭素としての貯留なのですけれども、有機物です。土の母体は鉱物で

す。鉱物は黒い色をしていないです。土が黒く見えるのは、微生物がそこに含まれている有機物

を分解して腐食物質をつくるためです。ですから、火山が噴火して火山灰が積もれば灰色です。

これが１０年、２０年たつとだんだん黒くなります。これは、有機物が微生物によって分解され

て腐食物質ができるからです。 
 有機物というのは、二酸化炭素と太陽で合成されたものですけれども、これを腐食物質として

土の中に蓄えている、これが炭素、ＣＯ２の貯留量になります。それが北海道の場合は多いとい

うのはどういうことかというと、もともとの土壌条件もありますけれども、もう一つは、我々北

海道にいる、特に農業に携わっている人たちは有機物をちゃんと入れています。例えば、堆肥で

あったり、作物残渣をすき込むということですが、これは全て二酸化炭素を吸収して育った植物

の異体です。これを土の中蓄えているということです。 
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 ですから、それを耕して分解すると畑地から出てきてしまうのですけれども、それを植物がち

ゃんと有効利用してくれている分には循環しているわけです。空気中の二酸化炭素を固定した有

機物が土の中に入っていて、それをまた植物が利用するというふうに循環しているわけです。 
○フロア 今のことに関連するのですが、例えば日本が世界的な公約でＣＯ２をどこまで削減す

るかという中で、今おっしゃった数字はカウントされるものなのですか。 
○加藤 カウントに入っているかどうか、定かではないです。この辺のデータは本当に新しいも

ので、国の農業環境研究所でも計算しているので、その数字は国として使っているとは思うので

すが、それをどこまで使っているかは定かではないです。特に、先ほどもあったように、これは

２０１４年とか２０１５年のデータですので、ごく最近の研究成果になっています。 
○フロア 農林系のバイオマスに対する活用方法に、稲わらのことだけが出てきています。ビー

トもてんさい糖の葉っぱとか、大豆の茎とか、ほかのものもありますね。そういうものの研究は

されているのでしょうか。 
 なぜそれをお聞きするのかというと、今まで私が経験している中では、賦存量の関係はすごく

大事なことだと思うのです。先生がおっしゃいました利用可能量というのは初めて聞いたくらい

なのですが、てんさい糖とか、稲わらではないものでの研究はされているのかどうかを教えてい

ただきたいのです。 
○加藤 やはり、圧倒的に稲わらです。てんさいの葉っぱとか茎の利用可能量はほぼないです。

現状では、全てが畑の中にすき込まれているのです。これは、翌年の堆肥と同じようになって、

我々は、すき込んだ量からどれだけの窒素が出てくるのかを全て計算して、翌年にまく必要な肥

料の量が１００あったとして、すき込むことによって５０の効果があるとなると、後から与える

肥料は５０でいいですよと全て土壌診断をして指導しています。 
 ですから、検査の計量に関しては、全て使われているということになります。 
 それから、大豆の茎とか殻については、一部すき込まれているのですけれども、病気が発生し

た地域では、それは病気を蔓延させることになるので、持ち出して焼却しましょうということに

なっていて、大豆に限らず、豆類はうまく利用することが難しいところがあります。実は、十勝

では、小豆の殻を何とか使おうということで、小豆の殻や長芋のネットですね。長芋というのは、

土の中に芋が１メートルくらい伸びるのですが、地上部も３メートルくらい大きく粒をまくので

す。その粒には、必ずネットを張って、そこに巻きつけます。そのネットをとった後は全部焼却

処分していたのです。これも非常にロスが大きいということで、長芋のネットや小豆の殻それを

ペレットにして使えないかという研究をしています。 
○司会 ほかはいかがでしょうか。 
○フロア 先ほど麦の畜産への利用ということを聞いたのですが、通常、本州ですと稲わらがか

なり敷料としてかなり出ています。北海道では稲わらの敷料としての利用はどのくらいあるので

しょうか。 
 もう一つは、畜産から出てくるふん尿の利用と現在使われている量が過剰になっているのか、

なっていないのかということをお聞きしたいと思いました。 
○加藤 まず、稲わらの場合は、府県では麦がつくられているものがすごく少ないので、当然使

えるものとして稲わらを使っていますが、家畜の敷料としては、麦わらのほうが好まれます。で
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すから、麦わらから先になくなっていきまして、麦わらがなくなったら次に稲わらを使うという

ことで、特に北海道で見ると、この図でもわかるように、家畜が多くいるのは道東地域です。道

東地域は稲をつくっていないので、稲わらがないのです。道央から道東に運ぼうとすると、今度

はコストがかかってしまいます。逆に、麦というのは十勝や北見が主産地なので、たくさんあり

ます。 
 ですから、ここでは、麦わらが全量使われていて、稲わらは道央地域の石狩などで家畜を飼っ

ているところがありますので、そういったところでは一部使っていますけれども、ほとんど麦わ

らが中心で、稲わらはまだまだ使っていないのが多いということになります。 
 それから、家畜のふん尿ですが、これは非常に大きな問題で、我々も畜産試験場も一緒になっ

て有効利用の方法をいろいろと検討したり、国のほうでもいろいろやられています。一つは、バ

イオマス発電のようなふん尿のエネルギー化をされています。例えば、今ですと、鹿追町では非

常に大きく取り組んでいますが、そういったプラントをつくって発電用に使うとか、もともと一

番多くやられていたのは堆肥化です。農家が作物残さと家畜ふん尿を合わせて、それを堆肥盤の

ところに積んでおくことによって、微生物の力で堆肥化していくということです。発酵熱が出る

ことによって水分が減って、そこの中で微生物が有機物を腐食物質に変えていってくれて、それ

を土の中に戻していくというのが基本です。残念なことに、家畜が多くいるのがここです。有機

物をたくさん使いたいのは、どちらかというと野菜農家です。畑というのは、入る量が決まって

しまっているので、野菜で多く使いたいのです。野菜が多いのは道央地域や道南地域です。そう

すると、家畜のふん尿がある地域と野菜をつくっている地域は離れているのです。そうすると、

そこの輸送がまた一つネックになってしまって、使いたいところにないということで、購入をし

て使ったりするのですけれども、なかなか自賄いができないといった問題があって、道東の根釧

地域ですね。ここは、乳牛、肉牛を含めて牛の数が非常に多いということで、どうしても家畜ふ

ん尿は余剰になっています。ですから、アンバランスが生じているのが現状です。 
○司会 ほかにありますか。 
○フロア 地球の温暖化によって病害虫などが発生して、大きな動物も含めて、こういう農業被

害が予測されるとか、現に起こっていることはございますでしょうか。 
○加藤 私は、今年の４月から道南農業試験場に行ったのですが、道南農業試験場の病虫部門、

病気と虫をチェックしている部門が北海道の中で一番多く新病害を発見しているのです。北海道

で出ている新病害の６割以上が道南で見つかっています。つまり、暖かい地域のほうが病気も虫

も多く発生しています。特に道南の場合は、本州と距離が近いので、虫だと飛来性の害虫といっ

て飛んでくるのです。新たに発生するというより、飛んできてしまうので、向こうで発生したも

のが、そのまま、もろに影響を受けてしまうということがあります。また、病気の場合には、こ

こに書いてある赤かび病、てんさいであれば褐斑病などがあります。これは、温度と湿度の両方

必要ですが、温度が高くて、湿度が高いということですね。雨が多く降るということです。土が

ずっと湿っているという状況です。こういう状況になりますと、かびが多く発生しやすくなりま

す。植物の病害で一番多いのはかびによるものですから、かびによる影響は、今後も温暖化が進

んで、今まで以上にどんどん増えてきています。 
 我々としては、育種の場面で抵抗性を持ったものをつくるということです。抵抗性の遺伝子を
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持ったものを、交配して、その遺伝子を持った強い品種をつくっていくということです。あとは、

モニタリングですね。いかに早く病気が発生しているかということをモニタリングして、それに

合った防除対策です。人間の場合もそうですね。ひどくなってから病院に行ったのでは手おくれ

ですけれども、ちょっとかかり始めた、ちょっと怪しいなというときに、早め早めに処置をする

とひどくならずに済みます。それと同じことを我々はしていまして、植物の病気の場合も、いか

に早く発見して、その対策をどうやって打っていくかです。この技術は、今もずっとやっていま

すが、これからもますます重要になると思っています。 
○フロア 今、耐性が強いものをいろいろ育てていくという話がありましたが、そういうものを

きちんと見つけて育てていくのにどれくらいの期間がかかるのでしょうか。 
○加藤 これは、どんな作物でも大体そうですが、ほぼ１０年かかります。例えば、昨年、じゃ

がいもで、シロシストセン虫というものが網走で発生しました。これが非常に問題です。もとも

と、シストセン虫というのは、北海道で２０年前から出てきているのですけれども、その病気の

オリジンは南米のチリなのです。南米のチリは、ご承知のように、１６世紀に既にばれいしょの

一般栽培が始まっていて、そこからコロンブスが持ち帰って、スペインに広がって、ヨーロッパ

でばれいしょがつくられるようになったのですけれども、種と同時に病気も持ち帰っているので

す。ヨーロッパでもシストセン虫が広がっていて問題になっていうのですけれども、その中でも

特に厄介なのがシロシストというものです。シストセン虫というのは、目に見えない小さな虫な

のですけれども、根っこにくっついて植物の養分を吸ってしまうのです。それによって収量が半

減してしまうのですが、シストという固い殻をつくるので、土の中で１０年から２０年近く眠っ

ているのです。そして、ばれいしょが植えられて、自分が成育してもいいなとなったら目が覚め

て寄生するのです。ですから、なかなか厄介で、根絶することが非常に難しい病害虫です。 
 それに対して、シロシストというのはもっと厄介です。シストセン虫の場合は、抵抗性の品種

を植えると育つことができなくて、どんどん減っていくのですが、シロシストというのは、抵抗

性の品種を植えてもずっと生き延びているのです。ただ、抵抗性の品種の場合には収量が減らな

いというだけです。しかし、殺すことはできないです。ですから、一度入ってしまうと根絶する

のが非常に難しいのです。 
 ただ、シロシストは普通のシストより増殖が少ないので、シストセン虫のマジョリティーを占

めているところではシロシストセン虫は余り出ていなかったのですが、やはり、何かにくっつい

て入ってきて、成育環境がよくなると増えてしまうのです。ヨーロッパでは既にシロシストセン

虫が何種類か発見されて報告されていたのですけれども、日本では今まで全くなかったのです。

それが昨年に網走で発見されて、調べていくと、増殖の程度から見て、５年前くらいには既に入

っていたのではないかということです。去年、一昨年に入ったものではないなという感じです。

そういったものも入ってくるとなると、日本にシロシストの抵抗性の遺伝子がないのです。です

から、ヨーロッパから持ってくることになります。しかし、ヨーロッパから持ってきても、それ

が北海道のものに合うものかどうかということと、網走ですからでん粉用途が中心ですけれども、

でん粉の収量がしっかりとれるのか、網走の気象条件しっかり生育できるのか、かつ、シロシス

トの抵抗性の遺伝子を入れてちゃんとした芋がつくれるのか、そういったことをやっていくには

１０年かかってしまうのです。 
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 これは、芋でなくても、新しい品種をつくるとなると、１０年くらいかかるので、新たに病気

が見つかったとなっても、その病気の抵抗性をつくるのは非常に年数がかかることになります。 
○フロア 加藤さんは、ふだん、農家の方と接する機会もあると思いますが、北海道の農家の方

たちは、近年の気候変動に関してどのような認識を持たれているのでしょうか。 
○加藤 地域によって感覚差がかなりあると思います。私は今まで、中央農試が長かったので、

道央地域で言うと、先ほど言った雨の害ですね。道央というのは小麦を多くつくっています。も

ともとは水田が多かったのですが、水田の転作率が５０％を超えて、転換畑で何をつくるかとい

うと、一番は小麦です。２番目が大豆です。ですから、道央地域というのは、小麦と大豆が作物

の中では非常に多くなっています。 
 そういうときに、気象の影響というのは、小麦は秋まき小麦が中心ですから、秋に種をまいて

夏に収穫します。そして、７月から８月の頭くらいに収穫するのですが、そこで雨に当たってし

まうと、倒伏やここに出ている赤かび病ですね。穂発芽といった問題がどんどん起きてきます。

これは、温度が高くなることと同時に、雨の量が多くなります。収穫時期に雨に当たってしまう

と、コンバイン収穫ができないのです。刈り取りの適期というのは、水分が３０％に下がらなけ

ればならないのです。ですから、いつまで待っても３０％に下がらないと収穫時期はどんどんお

くれていきます。おくれていくと、ますます刈り取る条件が悪くなっていって、品質も落ちてし

まう。農家さんはそういう問題を一番感じているところだと思います。 
○フロア 疎水材暗渠がメタン発生を抑制するということがちょっとわからなかったので、簡単

に教えていただければと思います。 
○加藤 言葉も難しいので、農業を全く知らない人だと説明が少し難しいのですが、暗渠という

のは、土の中に土管を入れて、その土管に水を流すことによって排水対策をとるものです。ただ

管を埋めているだけだと、その管が詰まってしまって、水が流れづらくなってしまいます。そこ

で、疎水材ですね。例えば、もみ殻なども疎水材の一種ですが、そういうものを入れておくと、

水は流れるのだけれども、詰まらなくなるということがあります。そういう疎水材暗渠をやるこ

とによって水の通りがよくなるのです。しかも、それが長く維持できます。せっかく埋めても、

詰まってしまったら、例えば１０年で使えなくなったら、また１０年たったときに掘り返して埋

め直さなければなりません。そういうことをせずに済むのが疎水材暗渠です。それを入れること

によって、水田の水を切ったときに、きれいに切れるのです。土の中に水分がたまっていないの

で、土が酸化状態に戻るのです。酸素がちゃんと入ってくるのです。 
 ずっと還元状態にしていると、メタン発酵菌がどんどんふえていって、また水を張ったときに

そいつがメタンをどんどん発生させてしまうということになるのですが、ちゃんと酸素がある状

態に戻してやることによってメタン発生菌の量が減って、水を張ったときにメタンが発生する量

が少なくなるという効果を生むのが疎水材暗渠になります。 
○司会 私から伺いますが、今の話をずっと伺っている中で、２０３０年まであと１２年くらい

ですね。育種によって新しい種をつくり、耐病性を持たせるのも１０年くらいかかり、これから

いろいろなものが出てくるかもしれないということですが、想定の中で北海道の農業全体の生産

量が２０３０年にはどうなっていると想像しているのでしょうか。 
 もう一つは、先ほどのお米の話です。今、日本の南のほうでとれにくくなっているということ
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で、沖縄の生産量が高くなっているような記憶があるのですが、あれはまた別な理由かと思って

いるのですが、もしもわかれば日本全国の状況を、また、今、北海道の自給率は２００％くらい

と言われていますが、その生産量はどうなると想定されているか、教えてください。 
○加藤 今の質問に対しては、温暖化とは全然違う結論になってしまいます。温暖化の影響だけ

で言うと、お米は収量も品質もよくなります。そして、府県が悪くなってくるので、北海道では

お米をもっとつくるようになると思います。今でも、ゆめぴりか、ななつぼし、ふっくりんこの

３品種は、穀物検定協会の食味評価で特Ａを取っています。特Ａというのは、こしひかりの中で

も、魚沼のこしひかりのように、産地も限定した特別にいいものだけがおいしいと評価されるラ

ンクです。今、その特Ａランクに北海道のお米が３品種も入っているのです。これは、３０年前

では全く考えられなかったことです。 
 我々は、１９８０年に良食味米開発プロジェクトというものをつくって、そこで道南農試と上

川農試と中央農試で新しくおいしいお米をつくろうということを始めました。それまでは、北海

道のお米は、「やっかいどう米」などと言われて、とても食べられたものではないということで、

当時の食料自給率は３７％くらいでした。今は９０％を超えています。この３０年間で品種改良

と栽培技術が進んで、北海道のお米は日本のトップレベルになりました。 
 これからも温暖化を考えていくと、ますます北海道のお米はおいしい方向に行くし、量もとれ

る方向に行くので、プラスにはなります。お米以外ではマイナスの部分もあるのですが、現状で

は自給率は毎年２００％前後あります。これは、温暖化だけでは説明できないと言ったのは、農

業構造の変化なのです。今後、１０年から２０年で農家の高齢化の割合が２倍にふえていきます。

それから、農家人口の減少です。今、北海道の人口もどんどん減少していっていますが、特に私

が今いる道南地域では、あと２０年で農家人口が半減するというふうに農業センサスの予測値か

ら求められているのです。そうすると、幾ら温暖化によって北海道に有利な条件が来たとしても、

生産する人の数が半分になってしまい、残っている半分も高齢化率が５０％を超えて、高齢化が

物すごく進んでしまうと、温暖化以上に、いかに農業構造を人が少ない、高齢化が進んでいると

ころに合わせていくかということが大事になってきます。我々も今よくやっているのは、ＩＣＴ

農業などと言っていますが、一番大事なのは省力化です。いかに労力をかけずに生産性を上げて

いくかですね。これをやらないとどんどん減っていく一方だと思います。いかに省力化を進めて、

人手をかけずに、または年をとった方でも労力をかけずに生産性を上げていくか、こういうとこ

ろの技術開発をしていかないと、温暖化だけの影響よりもそちらの影響のほうが大きいと思って

います。 
○フロア 今のお話と関係して、今の耕作の仕方を前提にお話があったのですが、もっと企業化

した農業になる可能性はないのでしょうか。 
○加藤 今、企業化はどんどん進んでいます。先ほど言ったように、個人の農家は年齢もどんど

ん高くなっていて、離農された後の農地を買い足すことによって規模拡大をしていますが、これ

もいずれ限界にきます。規模拡大だけではもう対応し切れません。そうなったときには、法人経

営しかないのです。現状でも法人経営はかなり進んできていますし、これからはますますふえて

いくと思います。そうやっていかないと、現状での農地の生産性を維持していくのは難しいと思

います。 
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○フロア その広がりがどんどん進むのでしょうか。今、ＴＰＰへの対応でその話を盛んにやっ

ていますが、それが進むのかどうかです。 
○加藤 ＴＰＰにかかわらず、農業構造の変化を考えていくと、法人化は進んでいくと思います。 
○司会 そろそろお時間です。とても皆さんのご質問の内容も幅広くて、カウンセラーとして考

えさせられますし、事業部門、市民部門は関係なしに、個人的にもいろいろ考えさせられるお話

であったと思います。 
 最後に、加藤さんに拍手でお礼を申し上げたいと思います。 
 どうもありがとうございました。（拍手） 
 

  
■ 13:10〜16:30【グループディスカッション】 

基調講演を受けて 

 「環境カウンセラー」として、どう伝え、どう広げる？」 

ファシリテーター  

 NPO ファシリテーション きたのわ 橋本正彦様 

 

  グループディスカッションは、1 テーブル 4〜5 人の、ワールドカフェスタイルで実施され、3

回のテーブル移動を通して、意見・情報交換が行われ、各自の学びを深めました。 

 

13:10～13:20：オリエンテーション（カフェルールの説明） 

 ワールドカフェとは、リラックスした雰囲気の中で、テーマに集中して話し合うものであ

り、議論ではなく、対話の場であるとの説明がありました。また、「（１）お話は短く、簡潔

に。じっくり耳を傾けましょう。（２）書き留めて、相乗効果。話題を広げたり深めたりしま

しょう。（３）テーマを意識してお話や交流を楽しみましょう。」というカフェエチケットの

確認も行われました。 

 

13:20～13:25：グループ分け 

 「なんじゃもんじゃ」というカードを使ったグループ分けを行い

ました。これは、自分では、カードを見ることができず、話すこと

もできないというルールの下、同じカードを持つもの同士でグルー

プになるという、アイスブレークを兼ねたものでした。  

     

13:25～14:05：ラウンド 1（40 分） 

「名前、所属や仕事、好きな言葉、漢字一字に例えると」という 4 項目の自己紹介の後、「今

日の講演を聞いてあなたが思ったことや気づいたことは、どんなことですか？」という題で意

見交換を行いました。 
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14:10～14:50：ラウンド 2（40 分） 

 ファシリテーターから、アメが配られ、その味によってグループを移動し、「講演や第１

ラウンドを経てあなたが気づいたことや考えたことは、どんなことですか？」をテーマに意

見交換を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14:50～15:00：休憩 
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15:05～15:40：ラウンド 3（35 分） 

 ファシリテーターからの「まだ行ったことがないテーブルに移動しましょう」の呼びかけ

で、席替えを行い、「今日、考えたことや学んだことを今後の環境カウンセラーの活動にど

のように生かしていきますか？」をテーマに、意見交換を行いました。 

 

15:40～16:30：ハーベスト（50 分）  

 元のグループに戻り、各自で「感じたこと、気づいたこと」「印象に残ったこと」「大事

だと思ったこと・言葉」「他の人に伝えたいと思ったこと」を付箋に書いた後、一番共有し

たい付箋を一つ選んで発表し､グループ内で共有しました。 

        

        

 

 

 

 

 

 今日の成果を、Ａ３の用紙に自由に表現して、一人 1 分ずつ発表し、全体共有しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
書かれた内容は、次の通りです。 

 
・同じような思いを持つ人たちと連携・情報交換しながら、粘り強く「お節介」をしよう！

時々、カウンセラーの皆さんと経験交流をしながら。 
・事態は深刻。笑って向き合いましょう。 
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・伝える事はわかりやすく自分も納得して 
・温暖化のメリットを考え、あせらずに、気楽に省エネ、脱炭素化に取り組もう。 
・温暖化の影響で、北海道は、ますます日本の食糧基地の中枢になる。そのための準備を

怠るな！ 
・解決の道は極めて厳しい。しかし、地球のため、私たちの未来のため、現実と向き合う

強い意志を！ 
・難しいけれど、逃げるわけにはいかない。 
・いままでと同じように CO2 は排出できない。だが、温暖化対策は難しい。今後、画期的

な方策が出されるだろう。 
・日々勉強して、自分も気づきを得つつ、他の人にも伝えていく。それは、具体的にわか

りやすく伝え、時には、相手の損得感情に訴える。人は高邁な理念で動くとは限らないか

ら。「気がついたら環境配慮していた」が良い。 
・再エネの利用策を具体的に考え、わかりやすく伝える 
・本質を見極め、それぞれと連携をはかる。 
・本質を見極めた上で、連携・協働と少々のおせっかい 
・様々な活動を共有したい 
・未来に向けて何を伝えたいのか考える場を作る 
・温暖化防止対策と人口増加対策、及び経済問題は根は一つである。 
・風力発電所（CO2 ゼロ）→水の電気分解→酸素は病院などへ、水素エネルギーの活用→

農業・水産への活用→6 次産業化→人口問題（解決） 
・地球温暖化の現状をローカルな視点でわかりやすく子どもたちに伝えたい。何をしたら

よいか考え、行動するきっかけをつくってあげたい。 
 

■16:30-16:45 閉会式、アンケートの記載、修了証交付 

 修了証交付 

  司会 

NPO 法人北海道環境カウンセラー協会 理事 江本 匡 

 

 修了証交付  

 環境省北海道地方環境事務所環境対策課企画係長 矢吹 育夫

氏 

 

 本日の研修が大変活発に進行し良い成果があった。また明日

からのカウンセラー活動に本日取得されたものを活かしてくだ

されば幸いですと、挨拶の後修了証の交付がされた。 

 本年度の全課程修了者は 1７名であった。（欠席者１名） 

 

（４）事後処理 
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①  アンケートの回収・とりまとめ・集計結果の報告 

研修時に実施するアンケートの回収、とりまとめを行い、集計結果を事務所に報告す

る。 

②  講師への旅費、諸謝金の支払い 

研修実施に伴い発生する講師の旅費、諸謝金等の支払い事務を行う。 

③  実績報告書の作成 

研修終了後、研修プログラムの内容及び、受講者アンケートの結果を含め、担当者とそ

の記載内容を調整した上、実績報告書を作成した。また、実績報告書の内容について

は、北海道地区で登録されているカウンセラーに対して周知する予定である。 

 

（５）本業務の総括 

 

 以上、業務仕様書に基づき、平成28年度環境カウンセラー研修企画検討等業務を実施したとこ

ろであるが、当協会において本研修実施に係る総括を次の通り取りまとめた。本研修の次年度以

降の実施に当たり、参考になれば幸いである。 

（１） 講演は、当会が2016年9月30日に開催した環境省地球環境局総務課低炭素社会推進室室

長補佐鈴木啓太氏による講演会「パリ協定と日本の気候政策」の録画を30分のダイジェス

ト版にして上映した。また、基調講演は、地方独立行政法人北海道立総合研究機構農業研

究本部道南農業試験場場長の加藤淳氏による「北海道農業に及ぼす気候変動の影響とその

対応」とした。これらは、今年度の研修テーマ「地球温暖化対策（防止／適応）」に沿

い、また、北海道という地域性も考慮して、選定したものである。パリ協定の発効という

時宜にかなった企画、また、自分事として考えやすい北海道農業に関する研究や実践の話

は、適切であったとの意見が多かった。 

（２） 講演(ビデオ上映)は、研修プログラムの都合上、編集して半分程度の時間で上映した

が、フルバージョンでも良かったのではないか、との声もあった。一方、適切な時間であ

ったという感想もあった。また、9月の講演を聞いていたけれども、再度聞くことで、理

解が深まったという意見もあった。 

（３） グループディスカッションについては、カウンセラー活動の情報交換の場であり本年

も活発な意見交換がされた。ファシリテーターによるワールドカフェのスタイルについて

は、「なんじゃもんじゃカード」や「飴の味」を使ったグループ分けなどカウンセラーが

実践に使える手法を体験する機会となった。 

（４） 各グループでの話し合いは、ＥＳＤの視点（相手に気付かせる、考えさせる、行動に

移させる）を取り入れた活動手法の重要性についても改めて確認する機会となっていたこ

とがうかがえた。 

（５） 来年度のテーマ、プログラムについて 

・地球温暖化対策特にCO2 排出削減は大きな課題であり、パリ協定が発効したこともあり、環境

カウンセラーとしてより積極的に関わっていく必要がある。 
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資料１-配付資料 

 

平成 28 年度環境カウンセラー研修スケジュール（北海道地区） 

 
    開催日時  ：1１月 13 日（日）９：５０～１６：４５ 

場  所  ：札幌市環境プラザ 環境研修室 （札幌市北区北８西３ 札幌エルプラザ２Ｆ） 
定  員  ：最大５０名 

 

 

午 

 

前 

 

の 

 

部 

9：50～10：00 

（10 分） 

開会・オリエンテーション 

主催者挨拶 環境省北海道地方環境事務所 

   環境対策課 課長補佐 古賀 靖  

10：00～10：30 

（30 分） 

講演（ビデオ上映）「パリ協定と日本の気候政策」（一般公開） 

環境省地球環境局総務課低炭素社会推進室  室長補佐 鈴木 啓太  

10：40～12：10 

（90 分） 

 

基調講演（一般公開） 

「北海道農業に及ぼす気候変動の影響とその対応」 

地方独立行政法人 北海道立総合研究機構農業研究本部 道南農業試験場 

場長 加藤 淳 様 

 
12：10～13：10 

（60 分） 

昼食・休憩 

 

午 

 

 

後 

 

 

の 

 

 

部 

13：10～16：40 

（210 分） 

 

グループディスカッション 

 基調講演を受けて「環境カウンセラーとして、どう伝え、どう広げる？」 

ファシリテーター NPO ファシリテーションきたのわ 橋本 正彦氏 

 基調講演を基にワールドカフェ形式で小グループに分かれ、グループを変えな

がら数回、対話、お話をしていただきます。 

 対話の中で、環境カウンセラー同士の経験交流・情報共有も進めます。 

  

休憩（５分間） 

グループディスカッションの感想（質疑を含めて３０分） 

出席者各自による発表 

まとめ（10 分） 

 

16：40～16：45 閉会式＜修了証交付＞、アンケートの記入等 

解散 

 
※環境カウンセラーの方は、午前・午後の部の一つでも受講されない場合は、終了要件は、満た

しま 
せんので御注意下さい。 
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資料２-講演配付資料 
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資料３-基調講演配付資料
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資料４-グループディスカッション資料



 
平成 28 年度環境省北海道地方環境事務所請負業務 

 75 



 
平成 28 年度環境省北海道地方環境事務所請負業務 

 76 



 
平成 28 年度環境省北海道地方環境事務所請負業務 

 77 

資料５-アンケート
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資料６-アンケート集計結果 

平成 28 年度環境カウンセラー研修(北海道地区)アンケート 

平成 28 年度の研修は、環境カウンセラー1７名、一般参加者 9 名の合計 2６名で開催された。 

環境カウンセラー1７名の受講者中アンケートを提出された方は 17 名であった。(本年の回収率

は、100％、前年は 89％) 

 なお、本年は道外からの参加者はなく全て北海道在住の方である。 

 

□登録部門及び登録年度は次のとおりであった。 

登録部門 市民部門：5 名、事業者部門：10 名、両部門：1 名 

登録年度 1996 年度：3 名、2000 年度：2 名、2001 年度：4 名、2004 年度：2 名、 

2010 年度：1 名、2012 年度、1 名、2013 年度：2 名、2014 年度 1 名 

 
 
1.参加目的について 

最新情報、情報交換がともに 35％、 

スキルアップが 23％で登録要件 

6％(1 名)だった。(昨年は、情報交換 41％、 

スキルアップ 35％、最新情報 24％） 

年 1 回の研修であるが、情報交換を中心に 

スキルアップ最新情報を求めて 

参加していることが鮮明に見える。 

 

 

 

 

2.研修プログラムについて 

ⅰ）午前の部 講演(ビデオ上映)「パリ協定と日本の気候政策」 

①ご自身の活動に得るものがありましたか 

 9 月 30 日に開催した内容をビデオ上映 

したものであるが、当日の参加者も数名あり 

普通 53％、得るものがあった 41％、 

あまりなかった 6％(1 名)であった。 

 感想によると、パリ協定、地球温暖化 

に関しての意見が多くあり、適切な 

プログラムであったことがうかがえる。 

 

 

 

得るものが

あった 41％ 普通 47％ 

あまりな

かった 6％ 

スキルアッ

プ 23％ 

最新情報

35％ 

情報交換

35％ 

登録要件

1％ 
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②時間について 

 研修プログラム構成上、上映スピード 

を早めたが、フルバージョンでも 

良かったとの感想があり、71％が適切な 

時間と答え、短かったという回答も 

29％あった。 

 

 

 

 

 

 

 

③講演内容はカウンセラー業務の参考になりましたか 

 十分参考になった 47％と普通 41％で 

88％が評価している。あまり参考になら 

なかったも 12％あった。 

 2 回聞くとまた新しい発見があるという 

感想も数名の方から聞こえた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ)午前の部 基調講演 「北海道農業に及ぼす気候変動の影響とその対応」 

④ご自身の活動に得るものがありましたか 

 身近な地域を対象にした研究成果の 

発表であり、乾燥にも述べられている通り 

ほぼ参加者全員が評価している。 

 得るものがあった 88％、普通 12％ 

に明確に表れている。 

 

 

 

 

得るものが

あった 88％ 

普通 12％ 

あまり参

考になら

なかった

普通 41％ 

十分参考に

なった 47％ 

普通 71％ 

短かった

29％ 
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⑤時間について 

短かった 18％、普通 82％と 

参加者全員が、講演内容を評価 

されている結果が伺える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥講演内容はカウンセラー業務の参考になりましたか 

 十分参考になった 88％普通 12％と 

④の設問と同様の結果になっている 

パリ協定と日本の気候政策は 

得るものがないという意見もあるが 

両テーマともに聞きたい情報だった。 

また、例年と違い面白かったと 

の感想もあった。 

 

 

 

 

□午前の部感想 

・ビデオ上映、カットしないでフルバージョンでもよい 

・大学研究所等からの環境研究成果の発表報告等 

・基調講演は興味深かった 

・参考になりました 

・基調講演は研究者によるわかり易い説明であり、有意義な内容であった 

・収量の増が必ずしも品質と比例しないことを認識できた、疎水材暗渠の整備効果でメタン発生

を低減できることも認識できた、温暖化による新病害が道南から始まっていることを認識でき

た 

・1.日本としてどのような政策をとるかが具体的に述べられていると良い。①エネルギーの低炭

素化のためには再生可能エネルギー政策が必要 ②省エネはいずれ限界になる。日本のパリ協

定批准遅れに、日本政府のおよび腰の姿勢がみられるのではないか？成立しそうにない TPP と

パリ協定とどちらが大切なことか?政治家の感度が低すぎる。 

十分参考に

なった 88％ 

普通 12％ 

普通 82％ 

短かった

18％ 
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 2.前に講演を聞いたことがあり、新味はなかった。ただし Q&A は有益な議論があった。 

・講演ビデオ上映で、パリ協定と日本の気候政策についてお話がありましたが、時間が短すぎて

何をポイントとして聞けばよいのか困りました。説明資料が多すぎです。的を絞ったわかり易

い解説 にしてほしかったです。 

・パリ協定と日本の気候政策は得るものがなし。 

・両テーマともに聞きたい情報だったのでとてもよかった。 

・研究に基づいた話で大変良かった。北海道の温暖化の進行について、農業から具体的に知るこ

とができた。 

・例年と違って面白かった。地球温暖化を違った見方ができた。北海道オリジナル(全国と一緒

じゃない。) 

 

ⅲ）午後の部 グループディスカッション 

①時間について 

 普通 94％長かった 6％(1 名)で 

大部分が適正に感じている。 

昨年は、普通 59％、長い 23％、短い 12％ 

だった、テーマにもよるが本年は 

集中して取り組んだ様子が伺える。 

 

 

 

 

 

②進行について 

 良かった 53％、普通 47％で 

昨年の良かった 53％、普通 35％ 

と同様な回答だった。 

 

 

 

 

③デイスカッションについて 

 同じ形式で来年もしたい 88％ 

別のことをしたい 12％で、昨年はそれぞれ 

65％、23％だったので、本年は時間・進行 

ともに評価された結果が伺える。 

 

 

来年もし

たい 88％ 

別のことを

したい 12％ 

普通 47％ 
良かった

53％ 

長かった 6％ 

普通 94％ 
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3.開催時期について 

 質問への回答者は、12 名(参加者 18 名の 2/3 が回答)あった。回答内容は多士済々だが、内容

を見ると、⑥10 月頃と⑨6 月～9 月頃の 2 名の他は、概ね現状を是認されていると判断できる。 

①.特にない：3 名   ②現状でよい：1 名   ③11 月の日曜日：1 名   ④11 月が良い：1 名 

⑤11 月～12 月の年内：2 名(11 月～12 月上旬を含む)               ⑥10 月ごろ：1 名     

⑦土曜日であれば良い：1 名 ⑧平日が良い：1 名                  ⑨6 月～9 月頃：1 名 

 

□午後の部の感想 

・良い方法なので続けてください 

・多様な考え方に出合うことが良かった。 

・デイスカッション式で意見が聞けて良かった。 

・毎年同じ流れで行っているので、内容が充実してきていると思われる。ただ結論が同じよう

な内容になってしまうことは問題かもしれない。 

・デイスカッションはしてみたものの・・・・時間切れ 解散の運びとなってしまう、これを

枚年続けており、次回あたりから具体策の行動宣言へ進めては・・・ 

・色々な意見があり面白かった。 

・スムーズな進行で素晴らしかったです。 

・大勢の人の温暖化に対する危機意識が聞くことができ参考になりました。 

・場所を移動することで色々な意見や考え方があることが分かった。 

・得るものがなかった。 

・環境カウンセラー活動について有意義な意見交換ができた。 

 

5.次年度の研修において、講義で希望するテーマや講師・・ 

・パリ協定の日本の基本的な計画(考え方) 

・環境カウンセラー協会からの「具体的行動宣言」のようなテーマは如何でしょう。 

・地球温暖化は必ず議論のテーマにしてください。 

・今回のようにその時期に見合ったテーマは歓迎します。 

・具体的なテーマの研究者の話が聞きたい。 

・本日の農業に対す影響の他に、水産物関係への影響についても知りたいと思います。 

 

6.その他、研修全体について・・ 

・開催回数を見直しては如何でしょうか？北海道の環境カウンセラーの面々が何かしら動いて

いるぞというアピールをしては如何でしょうか？ 

・途中メンバーによるパネルデイスカッションなどあるといい。 

・この形がよい               ・もう少し、参加者が増えるといいですね 

・環境カウンセラー個々人が持つ、あるいは活動している内容を公表し合い、それぞれ相互に

何を具体的に協力できるかを表明し合う研修会を実施しては如何でしょうか 
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・一人一人の活動を共有する場を設けてほしい                   以

上 
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平成28年度環境カウンセラー研修開催業務実績報告書 

2017年  2月 

 

 特定非営利活動法人 北海道環境カウンセラー協会 

 〒060-0808 札幌市北区北8条西3丁目札幌エルプラザ2階 

              札幌市市民活動サポートセンター内事務ブースNo.2 

 TEL 011-737-8505   FAX 011-737-8505 

  URL：http://www.ec-hokkaido.com/ 
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印刷用の紙へのリサイクルに適した材料のみを用いて作成しています。 


